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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ｉ）（ａ）総二酸残基に基づき、少なくとも８０モル％の、テレフタル酸、イソフタ
ル酸、ナフタレンジカルボン酸及び１，４－シクロヘキサンジカルボン酸から選ばれた少
なくとも１種のジカルボン酸の残基並びに０～２０モル％の、少なくとも１種の炭素数２
～２０の改質用ジカルボン酸の残基を含む二酸残基並びに（ｂ）ジオール残基の総モルに
基づき、少なくとも８０モル％の、エチレングリコール、１，４－シクロヘキサンジメタ
ノール、ネオペンチルグリコール、ジエチレングリコール、１，３－プロパンジオール、
１，４－ブタンジオール及び２，２，４，４－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオ
ールから選ばれた少なくとも１種のジオールの残基並びに０～２０モル％の、少なくとも
１種の炭素数３～１６の改質用ジオールの残基を含むジオール残基を含んでなるポリエス
テルを含む第１成分と
　（ｉｉ）ｍ－キシリレンジアミン及びアジピン酸の残基を含む第１ポリアミドを含み、
且つ第２ポリアミドがアジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸
、ウンデカン二酸、ドデカン二酸、カプロラクタム、ブチロラクタム、１１－アミノウン
デカン二酸及びヘキサメチレンジアミンから選ばれた少なくとも１種の脂肪族又は脂環式
モノマーの残基を含んでなる少なくとも２種のポリアミドの均質なアミド交換ブレンドを
含む第２成分
との非混和性ブレンドを含んでなるポリマー組成物であって、
　前記第２成分（ｉｉ）と前記第１成分（ｉ）の屈折率の差［ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（
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第１成分）］が０．００６～－０．０００６であり、且つ前記非混和性ブレンドが少なく
とも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有し、そして前記ポリ
マー組成物が、前記ポリマー組成物の総重量に基づき、前記第１成分（ｉ）５０～９９重
量％と前記第２成分（ii）５０～１重量％とを含んでなるポリマー組成物。
【請求項２】
　前記の均質なアミド交換ブレンドが前記の少なくとも２種のポリアミドを２９０～３４
０℃の温度において接触させることによって形成される請求項１に記載の組成物。
【請求項３】
　前記二酸残基がテレフタル酸、イソフタル酸又はそれらの組合せから選ばれた１種又は
それ以上のジカルボン酸の残基を含み、且つ前記ジオール残基が１，４－シクロヘキサン
ジメタノール、ネオペンチルグリコール、エチレングリコール及びそれらの組合せから選
ばれた１種又はそれ以上のジオールの残基を含む請求項１に記載の組成物。
【請求項４】
　前記二酸残基が６０～１００モル％のテレフタル酸残基及び０～４０モル％のイソフタ
ル酸残基を含み且つ前記ジオール残基が１００モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノ
ール残基を含む請求項１に記載の組成物。
【請求項５】
　前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸残基を含む請求項３に記載の組成物。
【請求項６】
　前記二酸残基が８０～１００モル％のテレフタル酸残基を含み且つ前記ジオール残基が
５０～９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び１０～５０モル％のネ
オペンチルグリコール残基を含む請求項１に記載の組成物。
【請求項７】
　前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸残基を含み且つ前記ジオール残基が１０～
４０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び６０～９０モル％のエチレン
グリコール残基を含む請求項１に記載の組成物。
【請求項８】
　前記ジオール残基が１０～９９モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基、０
～９０モル％のエチレングリコール残基及び１～２５モル％のジエチレングリコール残基
を含む請求項５に記載の組成物。
【請求項９】
　前記ジオール残基が５０～９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール及び１０
～５０モル％のエチレングリコールを含む請求項５に記載の組成物。
【請求項１０】
　前記コポリアミドが、１００モル％の総ジアミン残基含量に基づき、１５～１００モル
％のｍ－キシリレンジアミン残基；並びに１００モル％の総二酸残基含量に基づき、１５
～８５モル％のアジピン酸残基及び８５～１５モル％の、ピメリン酸、スベリン酸、アゼ
ライン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸及び１，４－シクロヘキサンジカ
ルボン酸から選ばれた１種又はそれ以上の脂肪族又は脂環式ジカルボン酸の残基を含む請
求項１～９のいずれか１項に記載の組成物。
【請求項１１】
　前記第２ポリアミドがナイロン４；ナイロン６；ナイロン９；ナイロン１１；ナイロン
１２；ナイロン６，６；ナイロン５，１０；ナイロン６，１２；ナイロン６，１１；ナイ
ロン１０，１２及びそれらの組合せから選ばれた少なくとも１種のポリアミドを含む請求
項１０に記載の組成物。
【請求項１２】
　前記の少なくとも１種の熱可塑性ポリマーが前記ポリエステルとビスフェノールＡの残
基を含むポリカーボネートとの均質ブレンドを更に含む請求項１～１１のいずれか１項に
記載の組成物。
【請求項１３】
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　請求項１～１２のいずれか１項に記載の組成物を含んでなり、押出、カレンダリング、
熱成形、ブロー成形、押出ブロー成形、射出成形、圧縮成形、キャスト、ドラフト、幅出
し又はフリーブローによって形成される造形品。
【請求項１４】
　シート、フィルム、チューブ、プレフォーム又はボトルである請求項１３に記載の造形
品。
【請求項１５】
　２～７層を有する請求項１４に記載の造形品。
【請求項１６】
　（Ａ）（ａ）総二酸残基に基づき、少なくとも８０モル％の、テレフタル酸、イソフタ
ル酸、ナフタレンジカルボン酸及び１，４－シクロヘキサンジカルボン酸から選ばれた少
なくとも１種のジカルボン酸の残基並びに０～２０モル％の、少なくとも１種の炭素数２
～２０の改質用ジカルボン酸の残基を含む二酸残基並びに（ｂ）ジオール残基の総モルに
基づき、少なくとも８０モル％の、エチレングリコール、１，４－シクロヘキサンジメタ
ノール、ネオペンチルグリコール、ジエチレングリコール、１，３－プロパンジオール、
１，４－ブタンジオール及び２，２，４，４－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオ
ールから選ばれた少なくとも１種のジオールの残基並びに０～２０モル％の、少なくとも
１種の炭素数３～１６の改質用ジオールの残基を含むジオール残基を含んでなるポリエス
テルを含む第１成分を選択し；
　（Ｂ）前記第１成分の屈折率（ＲＩ）を測定し；
　（Ｃ）第１ポリアミドと第２ポリアミドの重量百分率が下記式：
　　　　　　　０．００６≧ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）≧－０．０００６
を満たす第２成分の屈折率を生じるように選ばれた第１ポリアミドと第２ポリアミドとの
均質なアミド交換ブレンド（前記ポリアミドの少なくとも一方は芳香族残基を有する）
を含む第２成分を提供し（前記式において、ＲＩは前記第１成分と第２成分の屈折率を表
す）；そして
　（Ｄ）前記第１成分と前記第２成分とを溶融ブレンドして、少なくとも７５％のパーセ
ント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有する非混和性ブレンドを生成する
ことを含んでなる透明ポリマーブレンドの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本出願は、２００５年３月２日に出願された米国仮出願第６０／６５７，７４６号及び
第６０／６５７，７４７号（いずれも、引用することによってその全体を本明細書中に組
み入れる）の利益を請求する。
【０００２】
発明の分野
　本発明は、少なくとも２種のポリマー成分を含む透明な非混和性ポリマーブレンドに関
する。具体的には、本発明は、少なくとも１種の熱可塑性ポリマーとコポリアミド又は少
なくとも２種のポリアミドの均質ブレンドとを含む非混和性ブレンドに関し、前記非混和
性ブレンドの異なる相は屈折率の絶対値の差がわずかである。本発明は、また、ポリマー
成分の屈折率がよく一致した非混和性ブレンドを含む造形品にも関する。
【背景技術】
【０００３】
　多くの製品、特に食品は、酸素の存在及び水の損失又は吸収に対して感度が高い（ｓｅ
ｎｓｉｔｉｖｅ）。包装された、このような過敏性（ｓｅｎｓｉｔｉｖｉｔｙ）を有する
製品は、酸素への暴露又は水分の吸収のために劣化されやすい。食料品への酸素暴露を制
限する包装材料は、例えば、食料品の品質保持及び腐敗の減少に役立つ。従って、このよ
うなバリア包装の使用は物品の在庫期間をより長くし、それによって在庫補充コストを削
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減し、廃棄物を減少させる。この問題を解決しようとする試みは、包装材料中への酸素バ
リア及び／又は水分バリアの広範な使用につながった。多くのポリマー材料は、酸素又は
水分に対してバリアとして働くことが知られている。例えば、典型的な水分バリアにはポ
リエチレン及びポリプロピレンがある。代表的な酸素バリアには、ポリ（エチレンビニル
アルコール）（ＥＶＯＨ）、ポリ（ビニルアルコール）（ＰＶＯＨ）、ポリアミド（ナイ
ロン類）及びこれらの材料のブレンドがある。ポリ塩化ビニリデン、塩化ビニルコポリマ
ー及び塩化ビニリデン－アクリル酸メチルコポリマーも、水分及び酸素バリアとして有用
である。
【０００４】
　しかし、これらの従来のバリア材料は高価であり且つ不安定な構造特性又は他の欠陥を
有するため、バリア材料のみを用いた包装材料の製造は困難であるか又は望ましくない。
例えば、ＥＶＯＨは、優れた酸素バリア性を有するが、水分バリアとしては有効でない。
他のバリア材料は単独で包装材料として使用するには法外に高価である。これらの問題を
回避するために、高価なバリア材料の量を薄層に限定し且つそれを、前記バリア層の一面
又は両面における構造層としての安価なポリマーと併用できる多層構造を使用するのが一
般的になった。多層構造の使用はまた、構造層によってバリア層の劣化の防止に役立つ。
しかし、多層製品は、製造に費用がかかる可能性がある。更に、異なるポリマー成分の分
離は難しいので、多層物品はリサイクルにおいて問題を生じる。更にまた、回収されたス
クラップポリマー又は「リグラインド（粉砕再生材料）」とバージンポリマーとをブレン
ドすると、バージン材料とリグラインドとが非相溶性であるため、不満足なヘイズ又は不
透明度が生じることが多いであろう。
【０００５】
　従来のバリアポリマーの欠点はまた、バリアポリマーと別のポリマーとのブレンドを用
いることによって克服される場合もある。残念ながら、前述のように、バリアポリマーと
他の熱可塑性ポリマーとの多くのブレンドは非混和性であり、不透明であるか又は曇って
いる。このようなブレンドは、例えば飲料容器のような明澄度を必要とする用途には満足
のいくものではない。
【０００６】
　例えばポリ（エチレンテレフタレート）（ＰＥＴ）のようなポリエステルポリマーは、
包装用途によく使用される。ＰＥＴは、包装材料として有用になるような多数の性質、例
えば、複数杯分を収容できるボトル中に包装されたソフトドリンクに関して許容され得る
二酸化炭素バリア性を有する。しかし、より小さいボトル包装されるソフトドリンクに関
してはＰＥＴの二酸化炭素バリアの改善が必要であり、また、例えばビール、柑橘系製品
、トマトベース製品及び無菌包装食肉のような酸素感受性製品の包装にはあまり適さない
その酸素バリアの改善が必要である。ポリ（エチレンナフタレート）（ＰＥＮ）はバリア
としてはＰＥＴより３～１０倍有効であるが、より高価である。
【０００７】
　多層構造を使用して、ＰＥＴのガスバリア特性を改善することができる。例えば、優れ
た酸素バリア（「受動（ｐａｓｓｉｖｅ）バリア」とも称する）又は捕捉性（「能動（ａ
ｃｔｉｖｅ）バリア」とも称する）を有するポリマーをＰＥＴと組合せて、個別のポリマ
ーから成る層状構造を形成できる。しかし、これらの多層構造は製造に費用がかかる。バ
リアポリマーとＰＥＴとのブレンドもまた、包装材料の酸素バリアの改善に使用されたが
、前述のように、多くの場合、透明度が低く、多くの包装用途には適さない。ブレンドの
低い透明度はまた、ポリマーブレンドからの製造スクラップの、バージンポリマーへのリ
サイクルを困難にする。
【０００８】
　コポリエステルフィルム及び押出ブロー成形（ＥＢＭ）ボトルは多くの場合、靭性につ
いては望ましく、ＰＥＴの代わりに押出ブロー成形及びフィルム用途によく使用される。
これらの用途は、配向（ｏｒｉｅｎｔｅｄ）ＰＥＴに相当するバリアを必要とすることが
多い。しかし、残念ながら、コポリエステルのバリア性は配向ＰＥＴに劣る。バリア全体
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を改善するために、薄いバリアフィルムをより厚いバルク構造の中央に同時押出すること
によって、多層構造を製造できる。しかし、経済的であるためには、ＥＢＭ及びフィルム
加工は典型的には、高レベル（８０％まで）のリグラインド（即ちばり及びトリミング屑
）の再加工を必要とする。残念ながら、典型的なバリア材料はコポリエステルと混和性で
なく、これらのバリアポリマーとポリエステルとのブレンドは多くの場合、高レベルのヘ
イズ及び低い明澄度を示す。従って、一次層中にスクラップポリマー（即ち、リグライン
ド）を組み込み戻す場合には、フィルム構造全体のヘイズレベルは許容され得ないレベル
まで増大される。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　良好な受動及び／又は能動バリア性を提供し、経済的であり且つ効率的にリサイクル可
能なポリマーブレンドが、当業界で必要とされている。このようなブレンドは透明でなけ
ればならず、酸素、水及び二酸化炭素に対して高いバリアを提供する熱可塑性及びバリア
ポリマーを含み、且つ高レベルのリグラインドを組み込む物品形成方法において経済的に
使用できる。更に、高い透明度を有する多層物品を経済的に製造するのに使用でき且つ高
レベルのリグラインドを許容できるバリア及び熱可塑性ポリマー組成物が必要とされてい
る。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　ポリアミド成分と熱可塑性ポリマー成分との屈折率の差が約０．００６～約－０．００
０６である、１種又はそれ以上の熱可塑性ポリマーとコポリアミド又は少なくとも２種の
ポリアミドの均質なアミド交換ブレンドとの非混和性ブレンドから、高い透明度及び高い
バリア性を有するポリマー組成物を製造できる。従って、本発明は、
（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレンドか
ら選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分と
（ｉｉ）少なくとも２種のポリアミドの均質なアミド交換ブレンドを含む第２成分
との非混和性ブレンドを含み、前記第２成分（ｉｉ）と前記第１成分（ｉ）の屈折率の差
［ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）］が約０．００６～約－０．０００６であり、且
つ前記非混和性ブレンドが少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下
のヘイズを有するポリマー組成物を提供する。
【００１１】
　第１成分は、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びこれらのポリマ
ーの均質ブレンドから選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含み、第２成分は、
均質ブレンドの生成のためにアミド交換（ｔｒａｎｓａｍｉｄｉｚｅｄ）されている少な
くとも２種のポリアミドのブレンドを含む。本発明者らは、異なるレベルの脂肪族残基及
び芳香族残基を有する少なくとも２種のポリアミドを選択し且つこれらのポリアミドをア
ミド交換させて均質ブレンドを形成することによって、第１成分と第２成分の屈折率をよ
く一致させることができることを発見した。従って、熱可塑性ポリマーとポリアミドとの
均質ブレンドを用いて、第２成分と第１成分の屈折率を、これらの屈折率の差が約０．０
０６～約－０．０００６となるような所望の範囲内に特化することができる。例えば、ポ
リエステルとビスフェノールＡの残基を含むポリカーボネートとの均質ブレンドを第１成
分として用いることができ、ｍ－キシリレンジアミン及びアジピン酸の残基を含む第１ポ
リアミドと第２脂肪族ポリアミドとのアミド交換均質ブレンドをバリアポリマーとして使
用できる。屈折率をこのようにして一致させると、第１成分と第２成分は、多くの包装用
途に使用できる高明澄度の造形品の製造に適当である明澄な非混和性ブレンドを形成する
。多層物品はまた、当業界で知られた種々の方法によって製造できる。例えば、第１成分
と第２成分とをメルトから別個の層へと同時押出又は共射出することもできるし、或いは
これらの層を別個に形成して、例えばラミネートのようなその後のプロセスにおいて接合
することもできる。
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【００１２】
　第２成分はまた、第１成分と第２成分の屈折率をよく一致させるために変えることでき
る、一定の比率の芳香族及び脂肪族ジカルボン酸残基並びにジアミン残基を有するコポリ
アミドを含むことができる。従って、本発明の別の態様は、
（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレンドか
ら選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分と
（ｉｉ）コポリアミドを含む第２成分
との非混和性ブレンドを含み、前記第２成分（ｉｉ）と前記第１成分（ｉ）の屈折率の差
［ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）］が約０．００６～約－０．０００６であり、且
つ前記非混和性ブレンドが少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下
のヘイズを有するポリマー組成物である。
【００１３】
　本発明の別の態様は、
（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレンドか
ら選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分と
（ｉｉ）少なくとも２種のポリアミドの均質なアミド交換ブレンドを含む第２成分
とを溶融ブレンドすることを含む方法によって製造される非混和性ブレンドを含んでなり
、前記第２成分（ｉｉ）と前記第１成分（ｉ）の屈折率の差［ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（
第１成分）］が約０．００６～約－０．０００６であり且つ前記非混和性ブレンドが少な
くとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有するポリマー組成
物である。
【００１４】
　本発明の組成物は優れたバリア性を示す。酸素バリア性は、例えばコバルト、マンガン
、鉄、ルテニウム、銅、ニッケル、パラジウム及び白金のような遷移金属触媒をブレンド
中に混和して酸素捕捉性組成物を生成することによって向上させることができる。従って
、本発明は更に、
（Ａ）（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレ
ンドから選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分と
　　　（ｉｉ）少なくとも２種のポリアミドのアミド交換均質ブレンドを含む第２成分
を含む非混和性ブレンド｛前記第２成分（ｉｉ）と前記第１成分（ｉ）の屈折率の差［Ｒ
Ｉ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）］は約０．００６～約－０．０００６であり、且つ前
記非混和性ブレンドは少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下のヘ
イズを有する｝；並びに
（Ｂ）元素周期表の第３族～第１２族、第４列～第６列から選ばれた少なくとも１種の金
属を含む酸素捕捉性組成物を提供する。典型的な金属触媒はコバルト、マンガン及び鉄で
ある。
【００１５】
　本発明のブレンドは、バージンポリマーに対して高比率のリグラインドを用いて製造で
きる、改善されたバリア性、溶融加工性及び優れた機械的性質を有する明澄な造形品の製
造に有用である。これらの造形品は、単層又は多層を有することができ、多くの包装用途
を有することができる。従って、本発明は更に、
（Ａ）（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレ
ンドから選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分と
　　　（ｉｉ）コポリアミド又は少なくとも２種のポリアミドの均質なアミド交換ブレン
ドを含む第２成分
を溶融ブレンドし｛前記第１成分（ｉ）と前記第２成分（ｉｉ）は非混和性ブレンドを形
成し、前記第２成分と前記第１成分の屈折率の差［ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）
］は約０．００６～約－０．０００６であり、且つ前記非混和性ブレンドは少なくとも７
５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有する｝；
（Ｂ）造形品を形成し；
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（Ｃ）ブレンドされた第１成分（ｉ）及び第２成分（ｉｉ）を含むスクラップポリマー組
成物を回収し；
（Ｄ）前記スクラップポリマー組成物を粉砕してポリマーリグラインドを生成し；
（Ｅ）場合によっては、前記スクラップポリマー組成物を乾燥させ；そして
（Ｆ）前記ポリマーリグラインドを工程（Ａ）の第１成分（ｉ）及び第２成分（ｉｉ）と
合する
ことを含む、造形品の形成方法を提供する。本発明の方法によって製造できる造形品の例
としては、シート、フィルム、チューブ、ボトル又は形材が挙げられるが、これらに限定
するものではない。造形品は、押出、カレンダリング、熱成形、ブロー成形、押出ブロー
成形、射出成形、圧縮成形、キャスト、ドラフト、幅出し又はフリーブロー成形によって
製造できる。
【００１６】
　造形品は、第１成分と第２成分との非混和性ブレンドを含む１つ又はそれ以上の層を有
することもできるし、或いは第１成分と第２成分が別個の層に存在する複数の層を有する
こともできる。本発明はまた、
（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレンドか
ら選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１層と
（ｉｉ）少なくとも２種のポリアミドのアミド交換均質ブレンドを含む第２層
を含む多層造形品であって、前記第２層（ｉｉ）と前記第１層（ｉ）の屈折率の差［ＲＩ
（第２層）－ＲＩ（第１層）］が約０．００６～約－０．０００６であり、且つ前記造形
品が少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有する多層
造形品を提供する。
【００１７】
　本発明は更に、
（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレンドか
ら選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分を、第１成分の約Ｔｇ＋１
００℃～第１成分の約Ｔｇ＋３００℃の温度に加熱し；
（ｉｉ）コポリアミド又は少なくとも２種のポリアミドのアミド交換均質ブレンドを含む
第２成分を、第２成分の約Ｔｇ＋１００℃～第２成分の約Ｔｇ＋３００℃の温度に加熱し
；
（ｉｉｉ）第１成分及び第２成分を別個の層に有する造形品を形成し；
（ｉｖ）スクラップ第１成分及びスクラップ第２成分を回収し；
（ｖ）スクラップ第１成分及びスクラップ第２成分を粉砕して、リグラインドを生成し；
（ｖｉ）場合によっては前記リグラインドを乾燥させ；そして
（ｖｉｉ）前記リグラインドを工程（ｉ）の第１成分、工程（ｉｉ）の第２成分又はそれ
らの組合せと合する
ことを含み、工程（ｉｉ）の第２成分と工程（ｉ）の第１成分の屈折率の差［ＲＩ（第２
成分）－ＲＩ（第１成分）］が約０．００６～約－０．０００６であり、且つ前記造形品
が少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有する多層造
形品の形成方法を提供する。前記リグラインドは第１層又は第２層に組み込むことができ
、前記造形品の約５～約６０重量％であることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　ポリアミドと熱可塑性ポリマーのブレンド間の屈折率の差が約０．００６～約－０．０
００６である、１種又はそれ以上の熱可塑性ポリマーと少なくとも２種のポリアミドのア
ミド交換均質ブレンドとの非混和性ブレンドから、高い明澄度及び良好なバリア性を有す
るポリマー組成物を製造することができる。この非混和性ブレンドは、少なくとも７５％
のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有する。一般的な実施態様におい
て、本発明は、
（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレンドか
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ら選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分と
（ｉｉ）少なくとも２種のポリアミドの均質なアミド交換ブレンドを含む第２成分
との非混和性ブレンドを含み、前記第２成分（ｉｉ）と前記第１成分（ｉ）の屈折率の差
［ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）］が約０．００６～約－０．０００６であり、且
つ前記非混和性ブレンドが少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下
のヘイズを有するポリマー組成物を提供する。熱可塑性ポリマー及びポリアミドは広範な
種類のポリマーから選択できる。第２成分及び第１成分の屈折率は、第２成分のポリアミ
ドの選択及び比率によって、又は別法として、第１成分の熱可塑性ポリマーをブレンドし
て均質ブレンドを形成することによって、約０．００６～約－０．０００６の差を生じる
ように調整することができる。本発明の新規組成物は、例えばシート、フィルム、チュー
ブ、ボトル及び形材のような１つ又はそれ以上の層を有する造形品の製造に使用できる。
この造形品は、押出、カレンダリング、熱成形、ブロー成形、押出ブロー成形、射出成形
、圧縮成形、キャスト、ドラフト、幅出し又はフリーブロー成形によって製造できる。非
混和性ブレンドが１つ又はそれ以上の層に存在するか又は第１成分及び第２成分が別個の
層に存在する多層造形品を製造できる。第１成分と第２成分の屈折率の差が小さいため、
本発明の組成物から製造される造形品は相当量のリグラインドを組み込み、良好な透明度
を保持できる。製造されるこれらの造形品はその明澄度及びバリア性のため、包装用途に
特に有用である。
【００１９】
　特に断らない限り、本明細書及び「特許請求の範囲」において使用する成分の量、分子
量のような性質、反応条件などを表す全ての数値は、あらゆる場合において用語「約」に
よって修飾されるものと理解すべきである。従って、そうでないことが示されない限り、
以下の明細書及び添付した「特許請求の範囲」中に記載した数値パラメーターは、本発明
が得ようとする目的の性質によって異なり得る近似値である。最低限でも、各数値パラメ
ーターは少なくとも、報告した有効数字の数を考慮して、普通の丸めを適用することによ
って解釈しなければならない。更に、本明細書の開示及び「特許請求の範囲」において記
載した範囲は、端点だけでなく、全範囲を具体的に含むものとする。例えば、０～１０と
記載する範囲は、０と１０との間の全ての整数、例えば、１、２、３、４など、０と１０
との間の全ての分数、例えば、１．５、２．３、４．５７、６．１１１３など、並びに端
点０及び１０を開示するものとする。また、例えば「Ｃ1～Ｃ5炭化水素」のような化学置
換基に関連する範囲は、Ｃ1及びＣ5炭化水素だけでなく、Ｃ2、Ｃ3及びＣ4炭化水素を具
体的に含み且つ開示するものとする。
【００２０】
　本発明の広範な範囲を示す数値範囲及びパラメーターが近似値であるとしても、具体例
に記載した数値は可能な限り正確に報告してある。しかし、数値はいずれも、それぞれの
試験測定値に見られる標準偏差によって必然的に生じる若干の誤差を本質的に含む。
【００２１】
　本明細書及び添付した「特許請求の範囲」において使用する単数形（“ａ”、“ａｎ”
、“ｔｈｅ”）は、前後関係からそうでないことが明白に指示されない限り、それらの複
数の指示対象を含む。例えば、「１種のポリマー」又は「１つの造形品」への言及は、複
数のポリマー又は複数の造形品の加工又は製造を含むものとする。「１つの」成分又は「
１種の」ポリマーを含む組成物への言及は、名前を挙げたものに加えて、他の成分又は他
のポリマーをそれぞれ含むものとする。
【００２２】
　「含んでなる」又は「含む」は、少なくとも名前を挙げた化合物、要素、粒子又は方法
工程などはその組成物又は物品又は方法中に存在するが、他の化合物、材料、粒子、方法
工程などが、名前を挙げたものと同じ機能を持っていたとしても、「特許請求の範囲」に
おいて明示的に除外されないならば、このような他の化合物、触媒、材料、粒子、方法工
程などの存在を除外しないことを意味する。
【００２３】
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　また、１つ又はそれ以上の方法工程への言及は、列挙された組合せ工程の前若しくは後
の追加の方法工程又は明示的に特定された工程の間の介在方法工程の存在を除外しないこ
とも理解すべきである。更に、プロセス工程又は成分の文字は、別個の作業又は成分を特
定するのに都合のよい手段であり、列挙した文字は、特に断らない限り、任意の順序で配
列することができる。
【００２４】
　本明細書中で使用する用語「ポリエステル」は、ホモポリエステル、コポリエステル及
びターポリエステルを含むものとする。一般に、ポリエステルは、１種又はそれ以上の二
官能価カルボン酸と１種又はそれ以上の二官能価ヒドロキシル化合物との重縮合によって
製造される合成ポリマーである。典型的には、二官能価カルボン酸はジカルボン酸又はヒ
ドロキシカルボン酸であり、二官能価ヒドロキシル化合物は二価アルコール、例えば、グ
リコール類及びジオールである。本発明において、二官能価カルボン酸は脂肪族若しくは
脂環式ジカルボン酸、例えばアジピン酸又は芳香族ジカルボン酸、例えばテレフタル酸で
あることができる。二官能価ヒドロキシル化合物は脂環式ジオール、例えば１，４－シク
ロヘキサンジメタノール、直鎖若しくは分岐鎖脂肪族ジオール、例えば１，４－ブタンジ
オール又は芳香族ジオール、例えばヒドロキノンであることができる。
【００２５】
　本明細書中で使用する用語「ポリアミド」は、１種又はそれ以上の二官能価カルボン酸
と１種又はそれ以上の二官能価アミンとの重縮合によって又はラクタムの開環重合によっ
て製造された合成ポリマーを含むものとし、ホモポリマー及びコポリマーを含むことがで
きる。例えば、二官能価カルボン酸がアジピン酸又はイソフタル酸のようなジカルボン酸
であることができ、且つ二官能価アミンが例えばヘキサメチレンジアミン又はｍ－キシリ
レンジアミンのようなジアミンであることができる。本明細書中で使用する用語「コポリ
アミド」は、少なくとも２種の化学的に識別できる反復単位を含むポリアミドを意味する
ものと理解される。例えば、ＭＸＤ６ナイロンは、アジピン酸及びｍ－キシリレンジアミ
ンの残基を含む、単一の化学的に識別できる反復単位のみを含むため、コポリアミドでは
ない。これに対して、ヘキサメチレンジアミンとアジピン酸及びイソフタル酸との縮合に
よって製造されるポリ（ヘキサメチレンアジパミド－コ－イソフタルアミド）は２種の化
学的に識別できる反復単位、即ち、ヘキサメチレンジアミンとアジピン酸の残基を含む反
復単位とヘキサメチレンジアミンとイソフタル酸の残基を含む別の反復単位を有する。
【００２６】
　用語「ポリカーボネート」は本明細書中では、合計２００モル％のモノマー単位又は１
００モル％の「反復単位」に対して１００モル％のカーボネート単位を含むカーボネート
成分及び１００モル％のジオール単位を含むジオール成分を有する、カーボネート源とジ
オール源との縮合生成物と定義する。本発明の一実施態様において、第１成分のポリカー
ボネート部分は、ビスフェノールＡポリカーボネートとして一般に知られている４，４’
－イソプロピリデンジフェノールのポリカーボネートをベースとする。本発明において使
用できる幅広い種類の直鎖又は分岐鎖ポリカーボネートは、ビスフェノールＡから導かれ
ることができ、例えば米国特許第３，０３０，３３５号及び第３，３１７，４６６号に開
示されたような、当業界でよく知られた方法に従って製造できる。本発明において使用で
きる市販のビスフェノールＡポリカーボネートの例としては、Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｅｌｅｃ
ｔｒｉｃ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手可能な商品名ＬＥＸＡＮ（登録商標）として市販され
ている材料及びＢａｙｅｒ，Ｉｎｃ．から入手可能な商品名ＭＡＫＲＯＬＯＮ（登録商標
）として市販されている材料が挙げられる。
【００２７】
　本明細書中で使用する用語「ポリアリーレート」は、１種又はそれ以上の二官能価芳香
族ジカルボン酸と１種又はそれ以上の二価フェノールとの重縮合によって製造されるポリ
エステルを意味するものと理解されたい。例えば、典型的な芳香族ジカルボン酸はテレフ
タル酸及びイソフタル酸であり、典型的な芳香族ジフェノールはビスフェノールＡ及びヒ
ドロキノンである。
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【００２８】
　本発明のポリマーに関して本明細書中で使用する用語「残基（ｒｅｓｉｄｕｅ）」は、
対応するモノマーを含む重縮合又は開環重合反応によってポリマー中に組み込まれる任意
の有機構造を意味する。本明細書中で使用する用語「反復単位」は、ポリマー中に繰り返
し見られるモノマー残基の最も短い配列を意味する。例えば、ポリエステルにおいては、
反復単位は、ジカルボン酸残基及びジオール残基、又はカルボニルオキシ基を介して結合
されたヒドロキシカルボン酸残基を有する有機構造である。ポリアミドにおいては、反復
単位は、ジカルボン酸及びジアミン残基、ラクタム、又はアミド基を介して結合されたア
ミノ酸残基を有する有機構造である。
【００２９】
　また、本発明の種々のポリエステル、ポリアミド、ポリカーボネート及びポリアリーレ
ート内の関連する残基が親モノマー化合物自体又は親化合物の任意の誘導体に由来するこ
とができることは、当業者にはわかるであろう。例えば、本発明のポリマーにおいて言及
するジカルボン酸及びアミノ酸残基は、ジカルボン酸若しくはアミノ酸モノマー又はその
関連する酸ハライド、エステル、塩、無水物又はそれらの混合物に由来することができる
。従って、本明細書中で使用する用語「ジカルボン酸」又は「アミノ酸」は、高分子量ポ
リエステル又はポリアミドを生成するためのジオールとの重縮合プロセスにおいて有用な
ジカルボン酸及びジカルボン酸の任意の誘導体、例えば、その関連する酸ハライド、エス
テル、半エステル、塩、半塩、無水物、混合無水物又はそれらの混合物を含むものとする
。「ヒドロキシカルボン酸」は、高分子量ポリエステルを生成するための重縮合プロセス
又は開環反応において有用な脂肪族及び脂環式ヒドロキシカルボン酸並びにモノヒドロキ
シ－モノカルボン酸とそれらの任意の誘導体、例えば、それらの関連する酸ハライド、エ
ステル、環状エステル（乳酸ラクチドのような二量体を含む）、塩、無水物、混合無水物
又はそれらの混合物を含むものとする。同様に、「アミノ酸」は、高分子量ポリアミドを
生成するための重縮合プロセス又は開環反応において有用な脂肪族、芳香族及び脂環式ア
ミノ酸並びにそれらの任意の誘導体、例えば、それらの関連する酸ハライド、アミド、環
状アミド（ラクタム）、塩、無水物、混合無水物又はそれらの混合物を含むものとする。
更に、用語「ジアミン」は、ポリアミドの製造に有用なジアミン及びそれらの関連する塩
、アミド又はそれらの任意の他の誘導体を含むものとする。
【００３０】
　用語「インヘレント粘度」（Ｉ．Ｖ．）を本明細書において使用する場合には、常に６
０重量％のフェノール及び４０重量％のテトラクロロエタンを含む溶媒１００ｍｌ当たり
０．５ｇのポリマーを用いて２５℃において得た粘度測定値を意味することを理解された
い。
【００３１】
　本明細書中で使用する用語「屈折率」（本明細書中では「ＲＩ」と略する）は、当業界
でよく知られた標準的方法によって得られた屈折率測定値を意味する。本明細書中に報告
した屈折率は、Ｍｅｔｒｉｃｏｎ　Ｐｒｉｓｍ　Ｃｏｕｐｌｅｒ（登録商標）モデル２０
１０屈折計（Ｍｅｔｒｉｃｏｎ　Ｉｎｃ．から入手可能）を用いて６３３ｎｍの波長にお
いて測定したものであり、３つの直交する方向（押出又は伸張方向、横断方向及び厚さ方
向）において測定した屈折率の平均として報告してある。本発明の組成物、方法（プロセ
ス）及び造形品に関連して本明細書中で使用する「屈折率の差」は常に、ポリエステル、
ポリカーボネート又はポリアリーレート含有成分（典型的には本明細書中で「第１成分」
又は多層物品においては「第１層」と称する）の屈折率を、ポリアミド－又はコポリアミ
ド含有成分（典型的には本明細書中で「第２成分」又は多層物品においては「第２層」と
称する）の屈折率から減ずることによって得られる値を意味する。従って、本発明によれ
ば、屈折率の差（ΔＲＩ）は、下記式から計算すべきである：
　　　　　ΔＲＩ＝ＲＩ（第２成分又は層）－ＲＩ（第１成分又は層）
屈折率の差は正数又は負数のいずれであることもできることは当業者には明らかである。
【００３２】
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　本明細書中で使用する用語「％ヘイズ」は、ＡＳＴＭ法Ｄ１００３に従ってＨｕｎｔｅ
ｒ　Ａｓｓｏｃｉａｔｅｓ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ，Ｉｎｃ．（Ｒｅｓｔｏｎ，Ｖａ）製
のＨｕｎｔｅｒＬａｂ　ＵｌｔｒａＳｃａｎ　Ｓｐｈｅｒｅ　８０００　Ｃｏｌｏｒｉｍ
ｅｔｅｒを用いて、Ｈｕｎｔｅｒ’ｓ　Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｓｏｆｔｗａｒｅ（バージ
ョン３．８）を使用して算出したヘイズ値を意味する（％ヘイズ＝１００＊拡散透過率／
全透過率）。屈折率の測定方法は実施例中に示してある。本発明の組成物に関しては、ヘ
イズ及び％透過率は、組成物を厚さ約１／８インチ又はそれ以下のシート又はフィルムに
成形又はキャストし、そして実施例中に記載した方法に従ってヘイズを測定することによ
って求める。多層造形品を含む造形品に関しては、ヘイズ及び％透過率は厚さ１／８イン
チ又はそれ以下の造形品の小片（即ち、１×１ｃｍ）を切り取り、そして本明細書中に記
載した方法に従ってヘイズを測定することによって求めることができる。
【００３３】
　本明細書中で使用する用語「ガラス転移温度」（Ｔｇ）は、示差走査熱量測定法（ＤＳ
Ｃ）を用いて、典型的には２０℃／分の走査速度を使用して測定したＴｇ値を意味する。
ＤＳＣ計測器の一例は、ＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ　２９２０　Ｄｉｆｆｅｒｅｎｔ
ｉａｌ　Ｓｃａｎｎｉｎｇ　Ｃａｌｏｒｉｍｅｔｅｒである。
【００３４】
　本発明の組成物は、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの
均質ブレンドから選ばれた１種又はそれ以上の熱可塑性ポリマーを含む第１成分を含む。
本明細書中で使用する用語「熱可塑性ポリマー」は、当業者によって理解されるであろう
その普通の意味を有する、即ち、熱への暴露時に軟化し且つ室温への冷却時に元の状態に
戻るポリマーを意味するものとする。第１成分は、単一の熱可塑性ポリマーを含むことも
できるし、或いはブレンドが均質ブレンドならば、２種又はそれ以上のポリマーのブレン
ドを含むこともできる。本明細書中で使用する用語「均質ブレンド」は用語「混和性（ｍ
ｉｓｃｉｂｌｅ）」と同義であり、ブレンドが、単一の組成依存性Ｔｇによって示される
ような単一の均一相を有することを意味するものとする。例えば、第２ポリマーと混和性
の第１ポリマーは、例えば米国特許第６，２１１，３０９号に示されるように第２ポリマ
ーを「可塑化」するのに使用できる。均質ブレンドは、２種若しくはそれ以上のポリマー
を単にブレンドすることによって、又は例えばポリエステル若しくはポリアミドのような
縮合ポリマーの場合には、２種若しくはそれ以上のポリマーをエステル交換若しくはアミ
ド基転移させることによって形成できる。これに対して、本明細書中で使用する用語「非
混和性（ｉｍｍｉｓｃｉｂｌｅ）」は、少なくとも２つのランダムに混合された相を示し
且つ１つより多いＴｇを示すブレンドを意味する。一部のポリマーは非混和性であるが、
互いに相溶性であることができる。混和性及び非混和性ポリマーブレンド並びにそれらの
特性決定のための種々の分析方法に関する更なる概要は、Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｂｌｅｎｄｓ
　第１巻及び第２巻（Ｄ．Ｒ．Ｐａｕｌ及びＣ．Ｂ．Ｂｕｃｋｎａｌｌ編，２０００年，
Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ＆Ｓｏｎｓ，Ｉｎｃ．）に記載されている。
【００３５】
　第１成分は、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブ
レンドから選ばれた１種又はそれ以上の熱可塑性ポリマーを含むことができる。例えば、
第１成分は、（ａ）総二酸残基に基づき、少なくとも８０モル％の、テレフタル酸、イソ
フタル酸、ナフタレンジカルボン酸及び１，４－シクロヘキサンジカルボン酸から選ばれ
た少なくとも１種のジカルボン酸の残基並びに０～約２０モル％の、少なくとも１種の炭
素数２～２０の改質用ジカルボン酸の残基を含む二酸残基並びに（ｂ）ジオール残基の総
モルに基づき、少なくとも８０モル％の、エチレングリコール、１，４－シクロヘキサン
ジメタノール、ネオペンチルグリコール、ジエチレングリコール、１，３－プロパンジオ
ール、１，４－ブタンジオール及び２，２，４，４－テトラメチル－１，３－シクロブタ
ンジオールから選ばれた少なくとも１種のジオールの残基並びに０～約２０モル％の少な
くとも１種の炭素数３～１６の改質用ジオールの残基を含むジオール残基を含んでなるポ
リエステルを含むことができる。シス及びトランス異性体を含む環状ジオールは、純粋な
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シス若しくはトランス異性体として又はシス異性体とトランス異性体の混合物として使用
できる。
【００３６】
　例えば、二酸残基がテレフタル酸、イソフタル酸又はそれらの組合せから選ばれた１種
又はそれ以上のジカルボン酸の残基を含むことができ且つジオール残基が１，４－シクロ
ヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール、エチレングリコール及びそれらの組合
せから選ばれた１種又はそれ以上のジオールの残基を含む。一実施態様において、例えば
、二酸残基はテレフタル酸及びイソフタル酸の残基を含むことができる。ポリエステル中
においてテレフタル酸がイソフタル酸よりも高濃度であると、得られるポリマーがブレン
ドにより大きい衝撃強さを与えるので、有利である。例えば、二酸残基が約６０～約１０
０モル％のテレフタル酸残基及び０～約４０モル％のイソフタル酸残基を含むことができ
且つジオール残基が約１００モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基を含むこ
とができる。ジカルボン酸含量の他の例としては、テレフタル酸約８０～約１００モル％
とイソフタル酸０～２０モル％及びテレフタル酸約１００モル％が挙げられる。
【００３７】
　成分（ｉ）の熱可塑性ポリマーとして使用できる他の代表的ポリエステルとしては、（
ａ）８０～１００モル％のテレフタル酸残基を含む二酸残基と約５０～約９０モル％の１
，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び約１０～約５０モル％のネオペンチルグリコ
ール残基を含むジオール残基；（ｂ）１００モル％のテレフタル酸残基を含む二酸残基と
約１０～約４０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び６０～約９０モル
％のエチレングリコール残基を含むジオール残基；（ｃ）１００モル％のテレフタル酸残
基を含む二酸残基と約１０～約９９モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基、
０～約９０モル％のエチレングリコール残基及び約１～約２５モル％のジエチレングリコ
ール残基を含むジオール残基；並びに（ｄ）１００モル％のテレフタル酸を含む二酸残基
と約５０～約９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール及び約１０～約５０モル
％のエチレングリコールを含むジオール残基を含むポリエステルが挙げられる。
【００３８】
　更に別の例においては、ジカルボン酸がテレフタル酸及びイソフタル酸から選ばれるこ
とができ且つジオールが１，４－シクロヘキサンジメタノール及びエチレングリコールか
ら選ばれる。一組成物においては、例えばジカルボン酸がテレフタル酸であり且つジオー
ルが１，４－シクロヘキサンジメタノールである。更に別の例においては、二酸残基が少
なくとも９５モル％のテレフタル酸残基を含むことができ且つジオール残基が約１０～約
４０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基、約１～約２５モル％のジエチレ
ングリコール残基及び約３５～約８９モル％のエチレングリコール残基を含むことができ
る。
【００３９】
　ポリエステルは更に、必要に応じて、０～約２０モル％の１種又はそれ以上の炭素数２
～２０の改質用二酸の残基を含むことができる。例えば、０～約３０モル％の炭素数８～
約１６の他の芳香族ジカルボン酸、炭素数８～約１６の脂環式ジカルボン酸、炭素数約２
～約１６の脂肪族ジカルボン酸又はそれらの混合物を使用できる。改質用カルボン酸の例
としては、４，４’－ビフェニルジカルボン酸、１，４－ナフタレンジカルボン酸、１，
５－ナフタレンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、２，７－ナフタレンジ
カルボン酸、４，４’－オキシ安息香酸、トランス－４，４’－スチルベンジカルボン酸
、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、
アゼライン酸及びセバシン酸のうち１種又はそれ以上が挙げられるが、これらに限定する
ものではない。
【００４０】
　別の実施態様において、ポリエステルは、ジオール残基の総モルに基づき、約１～約９
９モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び約９９～約１モル％のエチレン
グリコール残基を含むことができる。本発明のポリエステルの１，４－シクロヘキサンジ
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メタノール残基の典型的なモル百分率としては、約１～約１０モル％、約１～約２５モル
％、約１～約４０モル％、５０モル％及びそれ以上、並びに１００モル％が挙げられる。
別の実施態様においては、例えば、ジカルボン酸が１，４－シクロヘキサンジカルボン酸
であり且つジオールが１，４－シクロヘキサンジメタノールである。更なる例において、
ポリエステルは１，４－シクロヘキサンジメタノール単位及びネオペンチルグリコールの
残基を含むことができる。更に別の例において、ポリエステルは１，４－シクロヘキサン
ジメタノール単位及び２，２，４，４－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオールの
残基を含むことができる。
【００４１】
　ポリエステルのジオール成分はまた、０～約２０モル％の少なくとも１種の炭素数３～
１６の改質用ジオールの残基で改質することができる。改質用ジオールの他の範囲として
は、０～約１０モル％、及び５モル％未満が挙げられるが、これらに限定するものではな
い。改質用ジオールは、１，２－プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、１，４
－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，４－シ
クロヘキサンジメタノール、ｐ－キシレングリコール、ネオペンチルグリコール、ポリエ
チレングリコール、ポリテトラメチレングリコール及び２，２，４，４－テトラメチル－
１，３－シクロブタンジオールのうち１種又はそれ以上から選ばれることができる。ポリ
アルキレングリコールの例としては、分子量約２，０００以下のポリ（テトラメチレング
リコール）（ＰＴＭＧ）及びポリ（エチレングリコール）（ＰＥＧ）が挙げられる。ジオ
ール成分は例えば、エラストマー性を向上させるためには０～約１０モル％のポリエチレ
ングリコール又はポリテトラメチレングリコールで改質することができる。別の例におい
ては、ジオール残基は約１０～約９９モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基
、０～約９０モル％のエチレングリコール残基及び約１～約２５モル％のジエチレングリ
コール残基を含むことができる。ポリエステルはまた、分岐ポリエステルを形成するため
には、酸又はジオール成分に基づき約５モル％以下の、典型的には約０．１～約２．０モ
ル％の、少なくとも３個のカルボキシ及び／又はヒドロキシ基を有する化合物に由来する
多官能価分岐剤の残基を含むことができる。このような化合物の例としては、トリメリッ
ト酸又はトリメリット酸無水物、トリメシン酸、ピロメリット酸無水物、トリメチロール
エタン、トリメチロールプロパン、トリマー酸などが挙げられる。種々の樹脂をブレンド
することによって又は直接反応器共重合によって最終組成に達することができることは、
当業者ならばわかるであろう。組成のばらつきを最小にするためには後者は望ましいが、
経済的必要性からブレンドの方が費用効率がより高いことが多い。
【００４２】
　ポリエステルの更なる例は、総二酸残基に基づき、１００モル％のテレフタル酸残基及
び総ジオール残基に基づく以下のジオール残基組成の任意の１つを含むものである：（ｉ
）約１～約５モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び約９９～約９５モル
％のエチレングリコール残基；（ｉｉ）約２９～約３３モル％の１，４－シクロヘキサン
ジメタノール残基及び約７１～約６７モル％のエチレングリコール残基；（ｉｉｉ）約４
５～約５５モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び約５５～約４５モル％
のエチレングリコール残基；（ｉｖ）約６０～約６５モル％の１，４－シクロヘキサンジ
メタノール残基及び約４０～約３５モル％のエチレングリコール残基；（ｖ）約７９～約
８３モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び約２１～約１７モル％のエチ
レングリコール残基；並びに（ｖｉ）約１００モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノ
ール残基。
【００４３】
　ポリエステルは一般に、約０．４～約１．４ｄＬ／ｇの範囲のインヘレント粘度（Ｉ．
Ｖ．）値を有するであろう。Ｉ．Ｖ．範囲の更なる例としては、約０．６５～約１．０ｄ
Ｌ／ｇ及び約０．７～約０．８５ｄＬ／ｇが挙げられる。前述のように、インヘレント粘
度は、６０重量％のフェノール及び４０重量％のテトラクロロエタンを含む溶媒１００ｍ
ｌ当たり０．５ｇのポリマーを用いて２５℃において測定する。
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【００４４】
　本発明のポリマーは結晶質、半結晶質又は非晶質ポリマーであることができる。本明細
書中で使用する用語「半結晶質（ｓｅｍｉｃｒｙｓｔａｌｌｉｎｅ）」は、ポリマーが２
つの相：規則的な結晶質相及び不規則な非晶質相を含むことを意味する。半結晶質形態を
有するポリマーは、結晶融解温度（Ｔｍ）及びガラス転移温度（Ｔｇ）を両方示し、ガラ
ス転移温度のみを示す「非晶質」ポリマーとは区別することができる。
【００４５】
　本発明において使用するポリエステルは、典型的には、実質的に等モル比で反応するジ
カルボン酸及びジオールから製造し、それらの対応する残基としてポリエステルポリマー
中に組み込む。従って、本発明のジカルボン酸及びジオール残基に由来するポリエステル
は、反復単位の総モルが１００モル％に等しくなるように実質的に等モル比の酸残基（１
００モル％）及びジオール残基（１００モル％）を含む。従って、本明細書の開示におい
て示すモル百分率は、酸残基の総モル、ジオール残基の総モル又は反復単位の総モルに基
づくことができる。例えば、総酸残基に基づき、３０モル％のテレフタル酸を含むコポリ
エステルは、コポリエステルが合計１００モル％の酸残基のうちテレフタル酸残基を３０
モル％含むことを意味する。従って、酸残基１００モルについてテレフタル酸残基３０モ
ルが存在する。別の例において、総ジオール残基に基づき、３０モル％の１，４－シクロ
ヘキサンジメタノールを含むコポリエステルは、コポリエステルが合計１００モル％のジ
オール残基のうち１，４－シクロヘキサンジメタノール残基を３０モル％含むことを意味
する。従って、ジオール残基１００モルについて１，４－シクロヘキサンジメタノール残
基３０モルが存在する。本明細書中で使用するように、テレフタル酸、エチレングリコー
ル及び１，４－シクロヘキサンジメタノールのコポリエステルは、グリコール成分が主と
してエチレングリコールである場合には「ＰＥＴ」と称することができ、グリコール成分
が主として１，４－シクロヘキサンジメタノールである場合には「ＰＣＴ」と称すること
ができ、エチレングリコール対１，４－シクロヘキサンジメタノールの比が１より大きい
場合には「ＰＥＴＧ」と称することができ、エチレングリコール対１，４－シクロヘキサ
ンジメタノールの比が１より小さい場合には「ＰＣＴＧ」と称することができる。
【００４６】
　本発明のポリエステルは、適切なジカルボン酸、エステル、無水物又は塩及び適切なジ
オール又はジオール混合物から典型的な重縮合反応条件を用いて容易に製造される。従っ
て、本発明のポリエステルのジカルボン酸成分はジカルボン酸、それらの対応するエステ
ル又はそれらの混合物に由来することができる。本発明において有用なジカルボン酸のエ
ステルの例としては、ジメチル、ジプロピル、ジイソプロピル、ジブチル及びジフェニル
エステルなどが挙げられる。
【００４７】
　本発明のポリエステルは、当業者に知られた方法によって製造する。これらは連続、半
連続及び回分運転様式によって生成でき、種々の反応器型を使用できる。適当な反応器型
の例としては、撹拌槽型反応器、連続撹拌槽型反応器、スラリー型反応器、管型反応器、
ワイプトフィルム反応器、流下膜式反応器又は押出反応器が挙げられるが、これらに限定
するものではない。ジオールとジカルボン酸との反応は、従来のポリエステル重合条件を
用いて又は溶融相プロセスによって実施できるが、充分な結晶化度を有するものは、溶融
相及びそれに続く固相重縮合法によって生成できる。例えば、エステル交換反応によって
、即ち、エステル型のジカルボン酸成分からポリエステルを製造する場合には、反応プロ
セスは２つの工程を含むことができる。第１工程において、ジオール成分とジカルボン酸
成分、例えば、ジメチルテレフタレートとを高温において、典型的には約１５０～約２５
０℃において約０．０ｋＰａゲージ～約４１４ｋＰａゲージ（６０ポンド／平方インチ，
「ｐｓｉｇ」）の範囲の圧力で約０．５～約８時間反応させる。好ましくは、エステル交
換反応の温度は約１８０～約２３０℃の範囲で約１～約４時間であり、好ましい圧力範囲
は約１０３ｋＰａゲージ（１５ｐｓｉｇ）～約２７６ｋＰａゲージ（４０ｐｓｉｇ）の範
囲である。その後、反応生成物をより高い温度において減圧下で加熱して、ジオールを除
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去しながらポリエステルを形成する。ジオールはこれらの条件下では容易に揮発され、系
から取り除かれる。この第２工程又は重縮合工程は、より高い真空下で、一般に約２３０
～約３５０℃、好ましくは約２５０～約３１０℃、最も好ましくは約２６０～約２９０℃
の範囲の温度において約０．１～約６時間又は好ましくは約０．２～約２時間、インヘレ
ント粘度によって測定された場合に目的とする重合度を有するポリマーが得られるまで続
ける。重縮合工程は、約５３ｋＰａ（４００トル）～約０．０１３ｋＰａ（０．１トル）
の範囲の減圧下で実施できる。反応混合物の充分な熱伝達及び表面更新を保証するために
、撹拌又は適切な条件を両段階で使用する。両段階の反応速度は、例えばアルコキシチタ
ン化合物、アルカリ金属水酸化物及びアルコラート、有機カルボン酸の塩、アルキル錫化
合物、金属酸化物などのような適切な触媒によって増加させる。米国特許第５，２９０，
６３１号に記載されたのと同様な３段製造法も、酸及びエステルの混合モノマー供給材料
を用いる場合には特に使用できる。
【００４８】
　エステル交換反応によるジオール成分とジカルボン酸成分の反応を確実に完了させるた
めに、ジカルボン酸成分１モルに対してジオール成分約１．０５～約２．５モルを使用す
るのが場合によっては望ましい。しかし、当業者ならば、ジオール成分対ジカルボン酸成
分の比が一般に、反応プロセスを行う反応器の設計によって決まることがわかるであろう
。
【００４９】
　直接エステル化による、即ち、酸型のジカルボン酸成分からのポリエステルの製造にお
いて、ポリエステルは、ジカルボン酸又はジカルボン酸の混合物をジオール成分又はジオ
ール成分の混合物と反応させることによって生成する。平均重合度が約１．４～約１０の
低分子量ポリエステル生成物を生成するために、反応は約７ｋＰａゲージ（１ｐｓｉｇ）
～約１３７９ｋＰａゲージ（２００ｐｓｉｇ）、好ましくは６８９ｋＰａ（１００ｐｓｉ
ｇ）未満の圧力において実施する。直接エステル化反応の間に使用する温度は典型的には
約１８０～約２８０℃、より好ましくは約２２０～約２７０℃の範囲である。この低分子
量ポリマーは次に、重縮合反応によって重合させることができる。
【００５０】
　本発明の熱可塑性ポリマーはまた、ポリアリーレートを含むことができる。ポリアリー
レートは、二価フェノールとジカルボン酸との重合によって得られる。本発明の組成物、
方法及び造形品において使用できるポリアリーレートの例は、米国特許第４，５９８，１
３０号；第５，０３４，５０２号；及び第４，３７４，２３９号に記載されている。ポリ
アリーレートの製造に使用できる二価フェノールの例は、ビスフェノール類、例えば、ビ
ス（４－ヒドロキシフェニル）メタン；２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパ
ン（ビスフェノール－Ａ）；２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）プロ
パン；４，４－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ヘプタン；２，２－ビス（４－ヒドロキ
シ－３，５－ジクロロフェニル）プロパン；２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジ
ブロモフェニル）プロパン；二価フェノールエーテル類、例えば、ビス（４－ヒドロキシ
フェニル）エーテル；ビス（３，５－ジクロロ－４－ヒドロキシフェニル）エーテル；ジ
ヒドロキシジフェニル類、例えば、ｐ，ｐ’－ジヒドロキシジフェニル、３，３’－ジク
ロロ－４，４’－ジヒドロキシジフェニル；ジヒドロキシアリールスルホン類、例えば、
ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホン；ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフ
ェニル）スルホン；ジヒドロキシベンゼン類、例えば、レソルシノール；ヒドロキノン；
ハロ－及びアルキル－置換ジヒドロキシベンゼン類、例えば、１，４－ジヒドロキシ－２
，５－ジクロロベンゼン；１，４－ジヒドロキシ－３－メチルベンゼン；並びにジヒドロ
キシジフェニルスルホキシド類、例えば、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホキシド
；及びビス（３，５－ジブロモ－４－ヒドロキシフェニル）スルホキシドである。例えば
米国特許第２，９９９，８３５号；第３，０２８，３６５号；及び第３，１５３，００８
号に開示されたような種々のその他の二価フェノールも利用できる。また、ハロゲン含有
二価フェノール、例えば、２，２－ビス（３，５－ジクロロ－４－ヒドロキシフェニル）
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プロパン及び２，２－ビス（３，５－ジブロモ－４－ヒドロキシフェニル）プロパンと共
重合された前記二価フェノールから製造されたコポリマーも適当である。また、２種若し
くはそれ以上の異なる二価フェノール或いは二価フェノールとグリコールとの、ヒドロキ
シ若しくは酸を末端基とするポリエステルとの、又は二塩基酸とのコポリマー及び任意の
前記材料のブレンドを使用することも可能である。適当なジカルボン酸としては、芳香族
ジカルボン酸、例えば、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、ｏ－フタル酸、ｏ－、
ｍ－及びｐ－フェニレン二酢酸、並びに多核芳香族酸、例えば、ジフェン酸及び１，４－
ナフタル酸が挙げられるが、これらに限定するものではない。
【００５１】
　本発明において使用できるポリアリーレートの更なる例としては、ビスフェノールＡ（
２，２－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）プロパン）とイソフタル酸／テレフタル酸の
５０：５０混合物との重合によって得られるポリマーが挙げられる。一部のポリマーは、
登録商標「Ｕ－Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｕ－１００」として市販されている（Ｕｎｉｔｉｋａ　
Ａｍｅｒｉｃａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから入手可能）。他の例は、テトラメチルビス
フェノール－Ａ；４，４’－ジヒドロキシベンゾフェノン；及び５－ｔｅｒｔ－ブチルイ
ソフタル酸二塩化物をベースとするポリアリーレートである。
【００５２】
　本発明のポリアリーレートは、当業界でよく知られた任意のポリエステル形成反応によ
って、例えば、芳香族ジカルボン酸二ハロゲン化物の有機溶媒中溶液とビスフェノールの
アルカリ性水溶液とを撹拌しながら混合してこれらの材料を反応させることによる界面重
合によって；有機溶媒中でピリジンのような脱酸剤の存在下で芳香族ジカルボン酸二ハロ
ゲン化物とビスフェノールとを反応させることによる溶液重合によって；芳香族ジカルボ
ン酸ジフェニルエステルとビスフェノールとを反応させることによる溶融重合によって；
芳香族ジカルボン酸、炭酸ジフェニル及びビスフェノールを反応させることによる溶融重
合によって；芳香族ジカルボン酸とビスフェノールジアセテートとを反応させることによ
る溶融重合によって；並びに芳香族ジカルボン酸とビスフェノールジアセテートとを反応
させることによる重合によって製造できる。ポリアリーレートの製造方法の例は、米国特
許第５，０３４，５０２号、第４，３２１，３５５号及び第４，３７４，２３９号に開示
されている。本発明のポリアリーレートは典型的には、約０．５～約１．１ｄＬ／ｇｍの
インヘレント粘度を有する。
【００５３】
　更に、ポリエステル、ポリカーボネート及びポリアリーレートは更に、以下を１種又は
それ以上含むことができる：酸化防止剤、溶融強度増強剤、分岐剤（例えば、グリセロー
ル、トリメリット酸及びトリメリット酸無水物）、連鎖延長剤、難燃剤、充填剤、酸捕捉
剤、染料、着色剤、顔料、粘着防止剤、流動向上剤、耐衝撃性改良剤、帯電防止剤（ａｎ
ｔｉｓｔａｔｉｃ　ａｇｅｎｔ）、加工助剤、離型剤、可塑剤、スリップ剤、安定剤、ワ
ックス類、紫外線吸収剤、光学増白剤、潤沢剤、ピニング剤、発泡剤、静電防止剤（ａｎ
ｔｉｓｔａｔ）、成核剤など。ポリエステルに目的とするニュートラルな色相及び／又は
明度（ブライトネス）を与えるために、トーナーとも称することがある着色剤を添加する
ことができる。好ましくは、ポリエステル組成物は、組成物の表面特性を変えるために且
つ／又は流動性を向上させるために０～約３０重量％の１種又はそれ以上の加工助剤を含
むことができる。加工助剤の代表的な例としては、炭酸カルシウム、タルク、クレイ、マ
イカ、ゼオライト、ウォラストナイト、カオリン、珪藻土、ＴｉＯ2、ＮＨ4Ｃｌ、シリカ
、酸化カルシウム、硫酸ナトリウム及び燐酸カルシウムが挙げられる。例えば、フィルム
の白色度を制御するために又は着色した物品を製造するために、二酸化チタン及び他の顔
料若しくは染料の使用を含ませる場合もあるであろう。静電防止剤又は他の塗料はまた、
物品の表面に適用することもできる。
【００５４】
　本発明の組成物の第２成分（ｉｉ）は、少なくとも２種のポリアミドのアミド交換均質
ブレンドを含む。典型的には、均質ブレンドは２～約１０種の異なるポリアミドを含むで
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あろう。別の例においては、均質ブレンドは２～４種のポリアミドを含むことができる。
本発明によれば、約３００℃未満の融点を示すポリアミドを、少なくとも１種のポリアミ
ドとして使用できる。別の例においては、約２７５℃未満の融点及び約２５℃超のガラス
転移温度を有するポリアミドを使用できる。典型的には、ポリアミドは約０．３～約２．
０ｄＬ／ｇ、好ましくは少なくとも０．５ｄＬ／ｇのＩ．Ｖ．を有する。
【００５５】
　本発明の組成物に関しては、ポリアミド間でアミド基転移が起こって、均質ブレンドを
生成するのが有利である。本明細書中で使用する用語「アミド交換された（ｔｒａｎｓａ
ｍｉｄｉｚｅｄ）」は、用語「アミド基転移する（ｔｒａｎｓａｍｉｄａｔｅ）」及び「
アミド基転移」と同義であるものとし、２種の異なるポリアミド間においてアミド基を交
換するプロセスを意味する。２種又はそれ以上のポリアミド間におけるアミド基転移は、
ポリアミドを高温、典型的には約２７０～約３５０℃において接触させることによって実
施できる。アミド基転移温度の他の例は約２８０～約３５０℃及び約２９０～約３４０℃
である。ポリアミド間におけるアミド基転移は、例えばＡＳＴＭ法Ｄ３４１８に記載され
たような、当業者によく知られた標準的方法を用いて示差走査熱量測定法（ＤＳＣ）によ
って測定された場合にブレンドについて単一のガラス転移温度（Ｔｇ）が存在することに
よって示される。ポリアミドは一緒に、直接これらの温度において又は第１成分（ｉ）の
熱可塑性ポリマーの存在下において加熱することができる。例えば、ポリアミドの接触、
従って、アミド基転移は、押出の間に第１成分及び第２成分を溶融ブレンドすることによ
って、又はポリマー組成物及びその成分の他の高温処理によって行うことができる。別の
例において、ポリアミドは別個の容器中で一緒に加熱し、次いで第１成分と溶融ブレンド
することができる。
【００５６】
　第２成分の第１及び第２ポリアミドは広範囲のポリアミドから選ばれることができる。
第１成分の屈折率により良く一致させるためには、ポリアミドの少なくとも１種が芳香族
残基を含むことが望ましいが、不可欠というわけではない。一例において、ポリアミドは
、数平均分子量が７，０００又はそれ以下の脂肪族ポリアミド及び部分芳香族ポリアミド
を含むことができる。このようなポリアミドの組合せも本発明の範囲内に含まれる。部分
芳香族ポリアミドは、少なくとも１つの芳香環と少なくとも１つの非芳香族種との間にア
ミド結合を含む。全芳香族ポリアミドは一般に液晶であるが、３００℃未満の融点を有す
るこのような樹脂のブレンドを本発明に使用できる。ポリアミドの均質ブレンドを用いる
場合には、脂肪族ナイロンと芳香族又は部分芳香族ポリアミドとの急速なアミド交換（ア
ミド－アミド交換）は、脂肪族ポリアミド対芳香族又は部分芳香族ポリアミドの比を調整
することによってポリアミドブレンドの屈折率の特化を可能にする。この方法は、均質ポ
リアミドブレンドの屈折率を、例えば第１成分の１種又はそれ以上のポリエステルのよう
な熱可塑性ポリマーの屈折率に一致させることができる。アミド交換に関する参考文献は
、Ｙ．Ｔａｋｅｄａらによる文献（Ｐｏｌｙｍｅｒ，１９９２　ｖｏｌ．３３，３３９４
頁）に記載されている。
【００５７】
　本発明によれば、第２成分は、２種又はそれ以上のポリアミドのアミド交換均質ブレン
ド、例えば、第２成分と第１成分の屈折率の差［ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）］
が約０．００６～約－０．０００６となるような第２成分の屈折率を生じるように選ばれ
た第１ポリアミドと第２ポリアミドとのアミド交換均質ブレンドであることができる。第
１成分の屈折率と一致させるために、第１ポリアミドと第２ポリアミドは異なる量の芳香
族及び脂肪族残基を有するのが有利である。例えば、第２成分（ｉｉ）は、芳香族残基を
含む第１ポリアミドと脂肪族残基を含む第２ポリアミドとの均質ブレンドを含むことがで
きる。本発明のポリアミドのジアミン及びジカルボン酸モノマーに関して本明細書中で使
用する用語「脂肪族」は、モノマーのカルボキシル又はアミノ基が芳香核を経て接続され
ないことを意味する。例えば、アジピン酸はその主鎖、即ち、カルボン酸基を結合する炭
素原子の鎖中に芳香核を含まないので、アジピン酸は「脂肪族」である。これに対して、
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用語「芳香族」は、ジカルボン酸又はジアミンが、例えばテレフタル酸又は１，４－メタ
キシリレンジアミンのように、主鎖中に芳香核と含むことを意味する。芳香族ポリアミド
の代表的な例は、少なくとも７０モル％のｍ－キシリレンジアミン又はｍ－キシリレンジ
アミン及び３０％以下のｐ－キシリレンジアミンを含むキシリレンジアミン混合物のよう
なジアミンを含む残基並びに炭素数６～１０の脂肪族ジカルボン酸を含むポリアミドであ
る。従って、用語「脂肪族」は、飽和されている、即ち、本質的にパラフィン系である、
不飽和である（即ち、非芳香族炭素－炭素二重結合を含む）、又はアセチレン系である（
即ち、炭素－炭素三重結合を含む）ことができる構成炭素原子の直鎖若しくは分岐鎖又は
環状配列を主鎖として含む、例えばジアミン、二酸、ラクタム、アミノアルコール及びア
ミノカルボン酸のような脂肪族構造及び脂環式構造を両方含むものとする。従って、本発
明の説明及び「特許請求の範囲」との関連において、脂肪族は、直鎖及び分岐鎖構造（本
明細書中では「脂肪族」と称する）並びに環状構造（本明細書中では「脂環式」と称する
）を含むものとする。しかし、用語「脂肪族」は、脂肪族又は脂環式のジオール又は二酸
若しくはヒドロキシカルボン酸の主鎖に結合できる任意の芳香族置換基を排除するもので
はない。
【００５８】
　アミド交換均質ブレンド中に存在する第１ポリアミド及び第２ポリアミドの重量百分率
比は、第２成分の総重量に基づき約１：５０～約５０：１の範囲であることができる。重
量百分率比の他の例は１：２０～約２０：１及び約１：１０～約１０：１である。
【００５９】
　本発明の均質ブレンド中に使用できるポリアミドの例としては、イソフタル酸、テレフ
タル酸、シクロヘキサンジカルボン酸、メタ－キシリレンジアミン（本明細書中では「ｍ
－キシリレンジアミン」とも称する）、パラ－キシリレンジアミン（本明細書中では「ｐ
－キシリレンジアミン」とも称する）、１，３－シクロヘキサン（ビス）メチルアミン、
１，４－シクロヘキサン（ビス）メチルアミン、炭素数６～１２の脂肪族二酸、炭素数６
～１２の脂肪族アミノ酸若しくはラクタム、炭素数４～１２の脂肪族ジアミンから選ばれ
た１種又はそれ以上の残基を含むポリアミドが挙げられる。他の一般的に知られたポリア
ミド形成性二酸及びジアミンも使用できる。ポリアミドはまた、少量の三官能価若しくは
四官能価コモノマー、例えばトリメリット酸無水物、ピロメリット酸二無水物、又は当業
界で知られた他のポリアミド形成性多酸及びポリアミンを含むこともできる。
【００６０】
　　部分芳香族ポリアミドの例としては、ポリ（ｍ－キシリレンアジパミド）（本明細書
中では「ＭＸＤ６」ナイロンと称する）、ポリ（ヘキサメチレンイソフタルアミド）、ポ
リ（ヘキサメチレンアジパミド－コ－イソフタルアミド）、ポリ（ヘキサメチレンアジパ
ミド－コ－テレフタルアミド）及びポリ（ヘキサメチレンイソフタルアミド－コ－テレフ
タルアミド）が挙げられるが、これらに限定するものではない。一実施態様において、部
分芳香族ポリアミドはポリ（ｍ－キシリレンアジパミド）である。一実施態様において、
部分芳香族ポリアミドは、７０００又はそれ以下の数平均分子量を有することができる。
脂肪族ポリアミドの代表例としては、以下のものが挙げられる：ポリ（２－ピロリジノン
）（ナイロン４，６；ＣＡＳ　Ｎｏ．４４，２９９－２）；ポリカプラミド（ナイロン６
；ＣＡＳ　Ｎｏ．１８，１１１－０）；ポリ（２－ピペリドン）（ナイロン５；ＣＡＳ　
Ｎｏ．２４９３８－５７－６）；ポリ（７－アミノヘプタン酸）（ナイロン７；ＣＡＳ　
Ｎｏ．２５０３５－０１－２）；ポリ（ノナンアミド）（ナイロン９；ＣＡＳ　Ｎｏ．２
５７４８－７２－５）；ポリ（１１－アミノウンデカン酸）（ナイロン１１；ＣＡＳ　Ｎ
ｏ．２５０３５－０４－５）；ポリ（１２－アミノラウリン酸）（ナイロン１２；ＣＡＳ
　Ｎｏ．２４９３７－１６－４）；ポリ（エチレンアジパミド）（ナイロン２，６）；ポ
リテトラメチレン－アジパミド（ナイロン４，６；ＣＡＳ　Ｎｏ．５０３２７－２２－５
）；ポリヘキサメチレン－アジパミド（ナイロン６，６；ＣＡＳ　Ｎｏ．４２，９１７－
１）、（ナイロン６，９；ＣＡＳ　Ｎｏ．１８，８０６－９）；ポリ（ヘキサメチレン－
セバカミド）（ナイロン６，１０；ＣＡＳ　Ｎｏ．９００８－６６－６）；ポリ（ヘキサ
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メチレン－ウンデカンアミド）（ナイロン６，１１）；ポリ（ヘキサメチレン－ドデカア
ミド）（ナイロン６，１２；ＣＡＳ　Ｎｏ．２４９３６－７４－１）；ポリ（オクタメチ
レン－アジパミド）（ナイロン８，６）；アジピン酸－デカメチレンジアミンコポリマー
（ナイロン１０，６；ＣＡＳ　Ｎｏ．２６１２３－２７－３）；ポリデカメチレン－ドデ
カアミド（ナイロン１０，１２）；ポリ（ドデカメチレン－アジパミド）（ナイロン１２
，６）；及びポリ（ドデカメチレン－セバカミド）（ナイロン１２，８）。
【００６１】
　例えば、第２成分（ｉｉ）は、ｍ－キシリレンジアミン及びアジピン酸の残基を含む第
１ポリアミド、並びにアジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸
、ウンデカン二酸、ドデカン二酸、カプロラクタム、ブチロラクタム、１１－アミノウン
デカン二酸、イソフタル酸及びヘキサメチレンジアミンから選ばれた少なくとも１種の脂
肪族又は脂環式モノマーの残基を含む第２ポリアミドを含む均質ブレンドを含むことがで
きる。第１ポリアミドは、例えばＭｉｔｓｕｂｉｓｈｉ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから市
販されているＭＸＤ６ナイロンを含むことができる。別の例において、第２ポリアミドは
、ナイロン４；ナイロン６；ナイロン９；ナイロン１１；ナイロン１２；ナイロン６，６
；ナイロン５，１０；ナイロン６，１２；ナイロン６，１１；ナイロン１０，１２；及び
それらの組合せから選ばれた少なくとも１種のポリアミドを含むことができる。更に別の
例において、第２ポリアミドはナイロン６、ナイロン６，６又はそれらのブレンドを含む
ことができる。
【００６２】
　第２成分はまた、第１成分の屈折率によく一致する屈折率を生じるようにモノマー残基
の組成が選ばれた単一のコポリアミドを含むことができる。従って、別の実施態様におい
て、本発明は、
（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレンドか
ら選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分と
（ｉｉ）コポリアミドを含む第２成分
との非混和性ブレンドを含み、前記第２成分（ｉｉ）と前記第１成分（ｉ）の屈折率の差
［ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）］が約０．００６～約－０．０００６であり、且
つ前記非混和性ブレンドが少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下
のヘイズを有するポリマー組成物を提供する。例えば、コポリアミドは、ｍ－キシリレン
ジアミン、ｐ－キシリレンジアミン又はそれらの組合せの残基；並びにテレフタル酸、イ
ソフタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ウンデ
カン二酸、ドデカン二酸、カプロラクタム、ブチロラクタム、１１－アミノウンデカン二
酸及び１，６－ヘキサメチレンジアミンから選ばれた少なくとも１種のモノマーの残基を
含むことができる。別の例において、コポリアミドは、１００モル％の総ジアミン残基含
量に基づき、約１５～約１００モル％のｍ－キシリレンジアミンの残基と、１００モル％
の総二酸残基含量に基づき約１５～約８５モル％のアジピン酸の残基並びに約８５～約１
５モル％の、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ド
デカン二酸及び１，４－シクロヘキサンジカルボン酸から選ばれた１種又はそれ以上の脂
肪族又は脂環式ジカルボン酸の残基を含むことができる。本明細書中で言及するポリアミ
ドの均質ブレンド及びコポリアミドの種々の実施態様は前述のポリエステルの任意の実施
態様と組合せることができることがわかる。
【００６３】
　本発明の組成物中に単独で又は別のポリアミドとの均質ブレンドの一部として使用でき
るコポリアミドの他の例としては、１００モル％の総ジアミン残基含量に基づき、約１５
～約１００モル％のｍ－キシリレンジアミンの残基及びアジピン酸の残基を含むコポリア
ミドが挙げられるが、これに限定するものではない。これらのコポリアミド中に存在する
ことができるアジピン酸残基の、二酸残基の総モルに基づく典型的な量は、約５～約８５
モル％、約２０～約８０モル％及び約２５～約７５モル％である。ジカルボン酸残基の残
りは、１種又はそれ以上の炭素数７～１２の脂肪族ジカルボン酸、例えば、ピメリン酸、
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スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸又は１，４－シ
クロヘキサンジカルボン酸からの残基から成ることができる。別の例において、ポリアミ
ド酸はまた、イソフタル酸及びテレフタル酸からの残基を含むこともできる。
【００６４】
　本発明のコポリアミドはまた、ｍ－キシリレンジアミン残基に加えて、他のジアミン又
はラクタム残基を含むことができる。例えば、コポリアミドは少なくとも１５モル％又は
少なくとも約２０モル％のｍ－キシリレンジアミン残基を含むことができ、ジアミン残基
の残りは、１種又はそれ以上の脂肪族又は芳香族ジアミンの残基から成ることができる。
例えば、コポリアミドは、ジアミン残基の総モルに基づき、約８０モル％又は約８５モル
％の１，６－ヘキサメチレンジアミンの残基を含むことができる。種々の量のｐ－キシリ
レンジアミン、１，３－シクロヘキサンビス（メチルアミン）又は１，４－シクロヘキサ
ンビス（メチルアミン）も使用できる。同様に、コポリアミドは、ラクタム、例えばカプ
ロラクタム又はγ－アミノ酪酸若しくは１１－ウンデカン酸をベースとするラクタムの残
基を、反復単位の総モルに基づき、約１０～約９０モル％又は約１０～約７０モル％の量
で含むことができる。別の実施態様において、本発明のコポリアミドは、ジアミン残基の
総モルに基づき、約１５～約８５モル％、約２０～約８０モル％又は約２５～約７５モル
％のｍ－キシリレンジアミンからの残基を含み、ジアミン残基含量の残りが、脂肪族ジア
ミン、特に１，６－ヘキサメチレンジアミンのような１種又はそれ以上のジアミンからの
残基から成ることができる。この実施態様において、ジアミン残基は、更に、少量の他の
ジアミン、例えばｐ－キシリレンジアミン又は環状脂肪族ジアミン、例えば１，３－シク
ロヘキサンビス（メチルアミン）若しくは１，４－シクロヘキサンビス（メチルアミン）
の１つ若しくはそれ以上の残基を含むことができる。更に、ポリアミドは場合によっては
、アジピン酸の一部の代わりに、場合によっては少量のテレフタル酸残基と共に１種又は
それ以上の炭素数７～１２の脂肪族又は芳香族ジカルボン酸、例えばピメリン酸、スベリ
ン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸、１，４－シクロヘキ
サンジカルボン酸又はイソフタル酸からの残基を含むことができ、この残基は約１５～約
８５モル％の量で存在できる。ポリアミドはまた、ラクタム、例えばカプロラクタム又は
γ－アミノ酪酸若しくは１１－アミノウンデカン酸をベースとするラクタムの残基を、反
復単位の総モルに基づき、約１０～約９０モル％又は約１０～７０モル％の量で含むこと
ができる。
【００６５】
　更に別の実施態様において、本発明に係るコポリアミドは、ジカルボン酸残基の総モル
に基づき、約１５～約９０モル％のアジピン酸からの残基を含み、残りの二酸残基が約１
０～約８５モル％のイソフタル酸残基を含むことができる。アジピン酸及びイソフタル酸
残基含量のその他の例としては、約２０～８０モル％及び約２５～約７５モル％が挙げら
れる。この実施態様において、場合によってはポリアミドは、場合によっては少量のテレ
フタル酸と共に、少量の１種又はそれ以上の炭素数７～１２の脂肪族ジカルボン酸、例え
ば、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二
酸又は１，４－シクロヘキサンジカルボン酸からの残基を含むことができる。場合によっ
ては、ポリアミドはｍ－キシリレンジアミン残基を含むことができる。ｍ－キシリレンジ
アミン残基濃度の例としては、約１５～約９０モル％、約２０～約８５モル％又は約２５
～約８０モル％が挙げられる。残りの残基は、１種又はそれ以上の脂肪族ジアミン、例え
ば１，６－ヘキサメチレンジアミン、１種又はそれ以上の芳香族ジアミン、例えばｐ－キ
シリレンジアミンからの残基から成ることができる。同様に、コポリアミドはまた、ラク
タム、例えばカプロラクタム又はγ－アミノ酪酸若しくは１１－アミノウンデカン酸をベ
ースとするラクタムの残基を、反復単位の総モルに基づき、約１０～約９０モル％又は約
１０～約７０モル％の量で含むことができる。
【００６６】
　更に別の例において、本発明のコポリアミドは、１種又はそれ以上のラクタム、例えば
カプロラクタム又はγ－アミノ酪酸若しくは１１－アミノウンデカン酸をベースとするラ
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クタムの残基を、反復単位の総モルに基づき、約１０～約９０モル％、又は約１０～約７
０モル％、又は約１５～約６０モル％の量で含むことができる。１種又はそれ以上の炭素
数７～１２の脂肪族ジカルボン酸、例えばピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバ
シン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸又は１，４－シクロヘキサンジカルボン酸の残基
もまた、反復単位の総モルに基づき、約２０～約８０モル％の量で存在できる。例えば、
コポリアミドはイソフタル酸又はテレフタル酸からの残基を含むことができる。この実施
態様において、コポリアミドはジアミン残基の総モルに基づき、約１５～約８５モル％の
ｍ－キシリレンジアミンからの残基を含むことができる。ｍ－キシリレンジアミン含量の
他の例は、約２０～約８０モル％及び約２５～約７５モル％である。ジアミン残基の残り
は、１種又はそれ以上のジアミン脂肪族ジアミン、例えば１，６－ヘキサメチレンジアミ
ンの残基から成ることができる。この実施態様において、ジアミン残基は、更に、少量の
他のジアミン、例えばｐ－キシリレンジアミン又は環状脂肪族ジアミン、例えば１，３－
シクロヘキサンビス（メチルアミン）若しくは１，４－シクロヘキサンビス（メチルアミ
ン）の１種若しくはそれ以上の残基を含むことができる。場合によっては、少量の、ｐ－
キシリレンジアミン、１，３－シクロヘキサンビス（メチルアミン）又は１，４－シクロ
ヘキサンビス（メチルアミン）の１種又はそれ以上を用いることができる。
【００６７】
　本発明の別の実施態様は、
（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレンドか
ら選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーから本質的に成る第１成分と
（ｉｉ）少なくとも２種のポリアミドの均質なアミド交換ブレンドから本質的に成る第２
成分
との非混和性ブレンドから本質的に成り、前記第２成分（ｉｉ）と前記第１成分（ｉ）の
屈折率の差［ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）］が約０．００６～約－０．０００６
であり、且つ前記非混和性ブレンドが少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又
はそれ以下のヘイズを有するポリマー組成物である。ここで使用する句「～から本質的に
成る（ｃｏｎｓｉｓｔｉｎｇ　ｅｓｓｅｎｔｉａｌｌｙ　ｏｆ）」は、非混和性ブレンド
であり（即ち、ＤＳＣによって測定した場合に少なくとも２つの組成依存性Ｔｇを有する
）且つポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレンドを
含む第１成分と少なくとも２種のポリアミドの均質なアミド交換ブレンドを含む第２成分
を有する組成物を包含することを意図する。この実施態様において、組成物は、句「～か
ら本質的に成る」が関係する組成物の本質的な性質を実質的に変えるであろう全ての要素
を含まないことがわかる。例えば、組成物は、成分の屈折率、ブレンドの％ヘイズ、％透
過率又はブレンドの混和性を変えない他の成分を含むことができる。例えば、組成物の混
和性及び屈折率を変える可能性がある相溶化剤の添加は、この実施態様から除外されるで
あろう。同様に、成分モノマーの共重合によって製造されるコポリアミドは、モノマー残
基のモル百分率が等しかったとしても、少なくとも２種のポリアミドの均質なアミド交換
ブレンドとは異なる性質を有すると見なされるので、このようなコポリアミドを含む第２
成分は除外されるであろう。
【００６８】
　同様に、本発明の別の実施態様は、
（Ａ）（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレ
ンドから選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーから本質的に成る第１成分と
　　　（ｉｉ）コポリアミド又は少なくとも２種のポリアミドのアミド交換均質ブレンド
から本質的に成る第２成分
から本質的に成る非混和性ブレンド｛前記第２成分（ｉｉ）と前記第１成分（ｉ）の屈折
率の差［ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）］は約０．００６～約－０．０００６であ
り、且つ前記非混和性ブレンドは少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそ
れ以下のヘイズを有する｝；並びに
（Ｂ）元素周期表の第３族～第１２族、第４列～第６列から選ばれた少なくとも１種の金
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属
から本質的に成る酸素捕捉性組成物である。
　この実施態様において、組成物は、前記句「～から本質的に成る」が関係する組成物の
本質的な性質、例えば、成分の屈折率、ブレンドの％ヘイズ、％透過率、ブレンドの混和
性又は組成物の酸素捕捉性を実質的に変えるであろう全ての要素を含まないことがわかる
。例えば、コポリアミド又はポリアミドのアミド交換ブレンド以外の酸素捕捉性成分、例
えば、ジエン、ポリエーテル又は「特許請求の範囲」に記載した成分以外の任意の容易に
酸化され得る有機化合物の添加は、除外されるであろう。
【００６９】
　本発明において使用するポリアミドは典型的には、実質的に等モル比で反応するジカル
ボン酸及びジアミンから、又はラクタムの開環重合によって製造し、モノマーはそれらの
対応する残基としてポリアミドポリマー中に組み込まれる。従って、本発明のジカルボン
酸及びジアミン残基に由来するポリアミドは、反復単位の総モルが１００モル％に等しく
なるように、実質的に等モル比の酸残基（１００モル％）及びジアミン残基（１００モル
％）を含む。従って、本明細書の開示において示されるモル百分率は、酸残基の総モル、
ジアミン残基の総モル又は反復単位の総モルに基づくことができる。例えば、総酸残基に
基づき３０モル％のテレフタル酸を含むポリアミド又はコポリアミドは、コポリアミドが
合計１００モル％の酸残基のうち３０モル％のテレフタル酸残基を含むことを意味する。
従って、酸残基１００モルについてテレフタル酸残基が３０モル存在する。別の例におい
て、総ジアミン残基に基づき３０モル％のｍ－キシリレンジアミンを含むコポリアミドは
、コポリエステルが合計１００モル％のジアミン残基のうち３０モル％のｍ－キシリレン
ジアミン残基を含むことを意味する。従って、ジアミン残基１００モルについてｍ－キシ
リレンジアミン残基３０モルが存在する。
【００７０】
　ポリアミドの生成には、当業界で知られた任意の方法を使用できる。ポリアミドは一般
に、現場で又は別個の工程で製造できる二酸－ジアミン複合体から溶融相重合によって製
造する。いずれの方法においても、二酸及びジアミンを出発原料として使用する。別法と
して、エステル型の二酸、好ましくはジメチルエステルを用いることができる。エステル
を使用する場合には、反応は、エステルがアミドに転化されるまで比較的低い温度で、一
般には８０～１２０℃で実施しなければならない。次いで、混合物を重合温度まで加熱す
る。ポリカプロラクタムの場合には、カプロラクタム又は６－アミノカプロン酸を出発原
料として使用することができ、重合はナイロン６／６６コポリマーを生じるアジピン酸／
ヘキサメチレンジアミン塩の添加によって触媒することができる。二酸－ジアミン複合体
を用いる場合には、混合物は、加熱して溶融させ且つ平衡まで撹拌する。
【００７１】
　分子量は、二酸－ジアミン比によって制御する。過剰のジアミンはより高濃度の末端ア
ミノ基を生じる。酸捕捉性組成物の場合には、末端アミン基の濃度を２０ミリモル／ｋｇ
又はそれ以下とするように二酸－ジアミン比を調整するのが有利である。二酸－ジアミン
複合体を別個の工程で製造する場合には、重合の前に過剰のジアミンを添加する。重合は
、大気圧又は高圧で実施できる。
【００７２】
　満足できる明澄度及び低いヘイズを示すためには、非混和性ブレンドの第２成分及び第
１成分は典型的には約０．００６～約－０．０００６だけ異なる屈折率を有する。即ち、
［ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）］が約０．００６～約－０．０００６である。屈
折率の絶対値の差の他の例は約０．００５～約－０．０００６、約０．００４～約－０．
０００６、約０．００３～約－０．０００６、約０．００５～約－０．０００５、及び約
０．００４～約－０．０００５である。しかし、当業者ならば、許容され得る可能性のあ
る屈折率の差が、ＢｉａｎｇａｒｄｉらによってＤｉｅ　Ａｎｇｅｗ．Ｍａｋｒｏｍｏｌ
ｅ．Ｃｈｅｍｉｅ，１８３，２２１（１９９０）に記載されたように、ブレンドの組成、
粒径、屈折率、波長及び粒子構造によって異なることがわかるであろう。
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【００７３】
　本発明の非混和性ブレンドは優れた明澄度を有し、ＡＳＴＭ法Ｄ１００３によって測定
された％透過率が少なくとも７５％であり、ヘイズが１０％又はそれ以下である。％透過
率の他の例は、少なくとも７７％、少なくとも８０％及び少なくとも８５％である。本発
明のブレンドが示すことができるヘイズ値の別の例は、９％又はそれ以下、７％又はそれ
以下、５％又はそれ以下及び３％又はそれ以下である。本発明の組成物に関しては、ヘイ
ズは、組成物を厚さ１／８インチ又はそれ以下のシート又はフィルムに成形又はキャスト
し、そして実施例中に記載した方法に従ってヘイズを測定することによって求める。多層
造形品を含む造形品に関しては、ヘイズは、厚さ１／８インチ又はそれ以下の造形品の小
片（即ち、１×１ｃｍ）を切り取り、そして実施例中に記載した方法に従ってヘイズを測
定することによって求めることができる。
【００７４】
　第１成分はまた、１種又はそれ以上のポリマーの均質ブレンドを含むことができる。例
えば、第１成分は、第１ポリエステルと、ポリカーボネート、第２ポリエステル及びポリ
アリーレートから選ばれた１種又はそれ以上のポリマーとの均質ブレンドを含むことがで
きる。ポリエステルは、本明細書中に記載した任意のポリエステルであることができる。
例えば、第１成分はポリエステルとビスフェノールＡの残基を含むポリカーボネートとの
均質ブレンドを含むことができる。
【００７５】
　ポリカーボネートは、ジオール残基の総モルに基づき、約９０～１００モル％のビスフ
ェノールＡ残基及び０～約１０モル％の１種又はそれ以上の炭素数２～１６の改質用脂肪
族ジオール又は二価フェノールの残基を含むことができる。代表例としては、以下のもの
が挙げられる：ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン；２，２－ビス（４－ヒドロキシ
フェニル）プロパン（ビスフェノール－Ａ）；２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチ
ルフェニル）プロパン；４，４－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ヘプタン；２，２－ビ
ス（４－ヒドロキシ－３，５－ジクロロフェニル）プロパン；２，２－ビス（４－ヒドロ
キシ－３，５－ジブロモフェニル）プロパン；二価フェノールエーテル類、例えば、ビス
（４－ヒドロキシフェニル）エーテル；ビス（３，５－ジクロロ－４－ヒドロキシフェニ
ル）エーテル；ジヒドロキシジフェニル類、例えば、ｐ，ｐ’－ジヒドロキシジフェニル
、３，３’－ジクロロ－４，４’－ジヒドロキシジフェニル；ジヒドロキシアリールスル
ホン類、例えば、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホン；ビス（３，５－ジメチル－
４－ヒドロキシフェニル）スルホン；ジヒドロキシベンゼン類、例えば、レソルシノール
；ヒドロキノン；ハロ－及びアルキル－置換ジヒドロキシベンゼン類、例えば、１，４－
ジヒドロキシ－２，５－ジクロロベンゼン；１，４－ジヒドロキシ－３－メチルベンゼン
；並びにジヒドロキシジフェニルスルホキシド類、例えば、ビス（４－ヒドロキシフェニ
ル）スルホキシド；及びビス（３，５－ジブロモ－４－ヒドロキシフェニル）スルホキシ
ド。例えば米国特許第２，９９９，８３５号；第３，０２８，３６５号；及び第３，１５
３，００８号に開示されたような種々のその他の二価フェノールも利用できる。また、ハ
ロゲン含有二価フェノール、例えば、２，２－ビス（３，５－ジクロロ－４－ヒドロキシ
フェニル）プロパン及び２，２－ビス（３，５－ジブロモ－４－ヒドロキシフェニル）プ
ロパンと共重合された前記二価フェノールから製造されたコポリマーも適当である。また
、２種若しくはそれ以上の異なる二価フェノール或いは二価フェノールとグリコールとの
、ヒドロキシ若しくは酸を末端基とするポリエステルとの、又は二塩基酸とのコポリマー
及び任意の前記材料のブレンドを使用することも可能である。適当なジカルボン酸として
は、芳香族ジカルボン酸、例えば、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、ｏ－フタル
酸、ｏ－、ｍ－及びｐ－フェニレン二酢酸、並びに多核芳香族酸、例えば、ジフェン酸及
び１，４－ナフタル酸が挙げられるが、これらに限定するものではない。
【００７６】
　脂肪族ジオールの代表例としては、エチレングリコール、プロパンジオール類、ブタン
ジオール類、ペンタンジオール類、ヘキサンジオール類、ヘプタンジオール類、オクタン
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ジオール類、ネオペンチルグリコール、アリール－アルキルグリコール、例えば、スチレ
ングリコール、キシリレングリコール類、二価フェノールのジヒドロキシアルキルエーテ
ル、例えば、ビスフェノールＡのジヒドロキシエチルエーテルなどが挙げられる。脂肪族
ジオールの他の例は、より高い分子量の脂肪族ジヒドロキシ化合物、例えば、ポリエチレ
ングリコール、ポリスチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリブチレングリ
コール、ポリチオグリコール、ポリ－アリールアルキルエーテルグリコール及びコポリマ
ーポリエーテルグリコールである。二価フェノール及び脂肪族ジオールのその他の代表例
は、米国特許第３，０３０，３３５号及び第３，３１７，４６６号に記載されている。ポ
リカーボネートは更に、１種又はそれ以上の分岐剤、例えば、テトラフェノール化合物、
トリ（４－ヒドロキシフェニル）エタン、ペンタエリスリトールトリアクリレート並びに
米国特許第６，１６０，０８２号；第６，０２２，９４１号；第５，２６２，５１１号；
第４，４７４，９９９号；及び第４，２８６，０８３号に開示されたような他の化合物の
残基を含むことができる。他の適当な分岐剤については以下に記載する。更なる例におい
て、ポリカーボネートは、ジオール残基の総モルに基づき、少なくとも９５モル％のビス
フェノールＡの残基を含む。
【００７７】
　本発明に係るブレンドのポリカーボネート部分のインヘレント粘度は好ましくは少なく
とも約０．３ｄＬ／ｇ、より好ましくは少なくとも０．５ｄＬ／ｇである。本発明に係る
ブレンドのポリカーボネート部分のメルトフローは、ＡＳＴＭ法Ｄ１２３８に従って３０
０℃の温度において１．２ｋｇの加重を用いて測定した場合に、好ましくは１～２０、よ
り好ましくは２～１８である。
【００７８】
　ポリカーボネートの製造方法は当業界でよく知られている。本明細書中に開示する、本
発明において使用できる線状又は分岐ポリカーボネートは、ポリカーボネートの型又はそ
の製造方法に限定されるものでも、それによって拘束されるものでもない。一般に、連鎖
停止剤として任意の一官能価化合物を及び分岐又は架橋剤として三官能価又はそれ以上の
官能価の化合物を用いて、ビスフェノールＡのような二価フェノールをホスゲンと反応さ
せる。一官能価、二官能価及び三官能価反応性ハロゲン化アシルも、連鎖停止用化合物（
一官能価）、コモノマー（二官能価）又は分岐剤（三官能価又はそれ以上）としてポリカ
ーボネートの製造に使用できる。
【００７９】
　例えば、このブレンドのポリカーボネート部分は、メルトの形態で、溶液の形態で又は
当業者によく知られた界面重合法によって製造できる。適当な方法は、約０～３１５℃の
温度及び約０．１～７６０ｍｍＨｇの圧力においてポリカーボネートを形成するのに充分
な時間、カーボネート源をジオールと反応させる工程を含む。本発明において使用できる
市販ポリカーボネートは標準的には、ポリカーボネート中に１００モル％のジオール単位
と共に１００モル％のカーボネート単位を組み込むために、芳香族ジオールをカーボネー
ト源、例えば、ホスゲン、炭酸ジブチル又は炭酸ジフェニルと反応させることによって生
成される。ポリカーボネートの製造方法の他の代表例は、米国特許第５，４９８，６８８
号；第５，４９４，９９２号；及び第５，４８９，６６５号に記載されている。
【００８０】
　ポリエステルとポリカーボネートとのブレンドは、ポリカーボネート部分とポリエステ
ル部分を約２５～３５０℃の温度において明澄なブレンド組成物を形成するのに充分な時
間ブレンドする工程を含む方法によって製造できる。適当な従来のブレンド方法としては
、溶融法及び溶液製造法が挙げられる。他の適当なブレンド方法としては、ドライブレン
ド及び／又は押出が挙げられる。
【００８１】
　内部に含まれる非混和性及び均質ブレンドを含む本発明の組成物は、当業界において知
られた任意の方法によって製造でき、熱可塑性成形用組成物として、また、フィルム並び
に単層及び多層物品の形成に有用である。ブレンドの種々の成分を物理的にブレンドする
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他に、均質ポリエステルブレンドは、ポリエステル成分のエステル交換によって製造でき
る。同様に、ポリアミドの均質ブレンドは、ポリアミド成分のアミド基転移によって製造
できる。
【００８２】
　溶融ブレンド法は、第１成分部分及び第２成分部分を溶融させるのに充分な温度におい
てポリマーをブレンドし、その後に前記ブレンドを、明澄なブレンドを生成するのに充分
な温度まで冷却することを含む。本明細書中で使用する用語「溶融」は、ポリマーを単に
軟化させることを含むが、これに限定するものではない。ポリマー業界において一般に知
られている溶融混合法の例は、Ｍｉｘｉｎｇ　ａｎｄ　Ｃｏｍｐｏｕｎｄｉｎｇ　ｏｆ　
Ｐｏｌｙｍｅｒｓ（Ｉ．Ｍａｎａｓ－Ｚｌｏｃｚｏｗｅｒ　＆　Ｚ．Ｔａｄｍｏｒ　ｅｄ
ｓ．，Ｃａｒｌ　Ｈａｎｓｅｒ　Ｖｅｒｌａｇ　ｐｕｂｌｉｓｈｅｒ，Ｎ．Ｙ．１９９４
）に記載されている。
【００８３】
　溶液製造法は、塩化メチレン又は塩化メチレンとヘキサフルオロイソプロパノールとの
７０／３０混合物のような適当な有機溶媒中に適切な重量／重量比の第１成分及び第２成
分を溶解させ、前記溶液を混合し、そして前記ブレンドの沈澱又は前記溶媒の蒸発によっ
て前記ブレンド組成物を溶液から分離にすることを含む。
【００８４】
　溶融ブレンド法は、本発明のブレンド組成物の好ましい製造方法である。溶融ブレンド
法は、揮発性溶媒の使用を必要とする溶液法よりも経済的で且つ安全である。溶融ブレン
ド法はまた、明澄なブレンドの提供により有効である。溶液ブレンドによって製造できる
本発明の明澄なブレンドはいずれも溶融法によって製造できる。しかし、本発明の一部の
ブレンドは、溶融法によっては製造できるが、溶液製造法によっては製造できない。本発
明の明澄なブレンドを提供する任意のブレンド法が適当である。当業者ならば、本発明の
明澄なブレンドを製造するための適切なブレンド方法を決定できるであろう。
【００８５】
　組成物のこれらの第１成分及び第２成分は、例えば一軸スクリュー押出機又は二軸スク
リュー押出機を用いることによってメルトの形態で配合できる。これらはまた、溶液の形
態でブレンドすることによって製造することもできる。安定剤、難燃剤、着色剤、潤沢剤
、剥離剤、耐衝撃性改良剤などのようなその他の成分も配合物中に混和することができる
。例えば、組成物は、第１成分及び第２成分と、例えば金属触媒、染料、トーナー、充填
剤などのような任意の他の組成物成分との溶融押出配合によって生成できる。組成物は、
熱可塑性ポリマー及びポリアミド成分のそれぞれの固体粒子又はペレットをドライブレン
ドし、次いで例えば押出機、ロールミキサーなどのような適当な混合手段中で混合物を溶
融ブレンドすることによって形成できる。ポリアミドのアミド交換均質ブレンドを第２成
分として用いる場合には、ポリアミド間のアミド基転移を引き起こす温度で加工を実施す
るのが有利である。典型的には、これらの温度は約２７０～約３５０℃の範囲である。ア
ミド基転移温度の他の例は、約２８０～約３５０℃及び約２９０～約３４０℃である。ブ
レンドは、よく分散された非混和性ブレンドを生じる時間実施する。これは、当業者なら
ば容易に決定できる。必要ならば、組成物は更なる加工のために冷却し且つ切断してペレ
ットの形にすることもできるし、組成物は押出して、フィルム、シート、形材、及び射出
成形又は圧縮成形によって種々の造形品を形成する他の造形要素の形にすることもできる
し、或いは組成物はフィルムの形にし且つ場合によっては当業界でよく知られた手段によ
って一軸伸張又は二軸伸張することもできる。
【００８６】
　非混和性ブレンド中の第１成分及び第２成分の量は広範囲にわたって変化することがで
きる。例えば、本発明の新規組成物の非混和性ブレンドは、組成物の総重量に基づき、約
５～約９９重量％の第１成分及び約９５～約１重量％の第２成分を含むことができる。第
１成分及び第２成分の重量百分率の他の非限定的な代表例としては、約５０～約９９重量
％の第１成分及び約５０～約１重量％の第２成分、約６０～約９９重量％の第１成分及び
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約４０～約１重量％の第２成分、並びに約７０～約９９重量％の第１成分及び約３０～約
１重量％の第２成分が挙げられる。
【００８７】
　本発明はまた、
（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレンドか
ら選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分と
（ｉｉ）少なくとも２種のポリアミドの均質なアミド交換ブレンドを含む第２成分
とを溶融ブレンドすることを含んでなる方法によって製造される非混和性ブレンドを含ん
でなり、前記第２成分（ｉｉ）と前記第１成分（ｉ）の屈折率の差［ＲＩ（第２成分）－
ＲＩ（第１成分）］が約０．００６～約－０．０００６であり且つ前記非混和性ブレンド
が少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有する組成物
を提供する。この組成物は、前述したポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレー
ト、均質ブレンド及びポリアミド並びにそれらの任意の組合せの種々の実施態様を含む。
例えば、組成物の第２成分は、ポリアミドを高温、典型的には約２７０～約３５０℃にお
いて接触させることによってアミド基転移が実施されることができる少なくとも２種のポ
リアミドの均質なアミド交換ブレンドを含むことができる。アミド基転移温度の他の例は
約２８０～約３５０℃及び約２９０～約３４０℃である。
【００８８】
　成分（ｉｉ）の均質ブレンドは、前述のように芳香族残基を含む第１ポリアミド及び脂
肪族残基を含む第２ポリアミドを含むことができる。例えば、第２ポリアミドとして使用
できる典型的なポリアミドとしては、ナイロン４；ナイロン６；ナイロン９；ナイロン１
１；ナイロン１２；ナイロン６，６；ナイロン５，１０；ナイロン６，１２；ナイロン６
，１１；ナイロン１０，１２及びそれらの組合せが挙げられるが、これらに限定するもの
ではない。前述のポリエステルの他に、第１成分は、ビスフェノールＡの残基を含むポリ
カーボネートとポリエステルとの均質ブレンドを含むことができる。
【００８９】
　本発明の別の態様は、
（Ａ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレンドか
ら選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分を選択し；
（Ｂ）前記第１成分の屈折率を測定し；
（Ｃ）（ｉ）下記式：
　　　　　　　０．００６≧ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）≧－０．０００６
を満たす第２成分の屈折率を生じるよう選ばれた一定のモル比の脂肪族残基と芳香族残基
を有するコポリアミド；又は
　　　（ｉｉ）第１ポリアミドと第２ポリアミドの重量百分率が下記式：
　　　　　　　０．００６≧ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）≧－０．０００６
を満たす第２成分の屈折率を生じるように選ばれた第１ポリアミドと第２ポリアミドとの
均質なアミド交換ブレンド（少なくとも一方のポリアミドは芳香族残基を有する）
を含む第２成分を提供し（ＲＩは屈折率である）；そして
（Ｄ）前記第１成分と前記第２成分とを溶融ブレンドして、少なくとも７５％のパーセン
ト透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有する非混和性ブレンドを生成する
ことを含む、透明ポリマーブレンドの製造方法である。本発明の方法は、前述したポリエ
ステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート、均質ブレンド、コポリアミド及びポリア
ミド並びにそれらの任意の組合せの種々の実施態様を含む。本発明の方法は、ポリエステ
ル、ポリカーボネート、ポリアリーレート又はそれらの均質ブレンドであることができる
第１成分を選択することを含む。第１成分の屈折率は、当業者によく知られた方法を用い
て測定できる。単一コポリアミド又は少なくとも２種のポリアミドのアミド交換均質ブレ
ンドを含むことができる第２成分は、コポリアミドの場合には芳香族モノマーと脂肪族モ
ノマーとの適切な混合物を選択することよって、又はポリアミドの均質ブレンドを用いる
場合には芳香族残基と脂肪族残基との目的とする混合物を含むポリアミドの混合物を選択
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することによって、第１成分の屈折率によく一致するように特化させる。モノマーの又は
ポリアミドの適正な比の選択は、例えば試行錯誤によって又は別の例においては、種々の
量の芳香族残基及び脂肪族残基を含む種々のポリアミド又はコポリアミドの屈折率をプロ
ットし且つ目標とする屈折率を生じる芳香族残基：脂肪族残基のモル比又はポリアミドの
重量百分率比を選択することよって確定できる。第１成分と第２成分は溶融ブレンドする
ことができる。第２成分が少なくとも２種のポリアミドのアミド交換均質ブレンドを含む
場合には、アミド基転移プロセスに有効な温度において溶融ブレンド工程を実施するのが
望ましい。典型的なアミド基転移温度範囲は前述の通りである。
【００９０】
　熱可塑性ポリマーはまた、第２成分の屈折率に一致するように選択することができる。
従って、本発明の別の態様は、
（Ａ）（ｉ）一定のモル比の脂肪族残基及び芳香族残基を有するコポリアミド；又は
　　　（ｉｉ）第１及び第２ポリアミド（前記ポリアミドの少なくとも一方は芳香族残基
を有する）の均質なアミド交換ブレンド
を含む第２成分を選択し；
（Ｂ）前記第２成分の屈折率を測定し；
（Ｃ）下記式：
　　　　　　　０．００６≧ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）≧－０．０００６
［式中、ＲＩは屈折率である］
を満たす第１成分の屈折率を生じるように選択された、ポリエステル、ポリカーボネート
、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレンドから選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポ
リマーを含む第１成分を提供し；そして
（Ｄ）前記第１成分と前記第２成分とを溶融ブレンドして、少なくとも７５％のパーセン
ト透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有する非混和性ブレンドを生成する
ことを含む、透明ポリマーブレンドの製造方法である。前記方法はまた、前述したポリエ
ステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート、均質ブレンド、コポリアミド、ポリアミ
ドの種々の実施態様の任意の組合せを含む。
【００９１】
　一例において、屈折率の差が約０．００６～約－０．０００６である第２成分及び第１
成分を得るために行う熱可塑性ポリマーのブレンドを、特にポリカーボネート／ポリエス
テルブレンドに関して説明することができる。例えば、ビスフェノールＡのポリカーボネ
ートとＰＣＴＧとの完全な混和性は、ポリカーボネート／ＰＣＴＧ比の調整によるポリカ
ーボネート／ＰＣＴＧブレンドの屈折率（ＲＩ）の特化を可能にする。ポリカーボネート
比の調整によって、本発明の第１成分の屈折率は、ポリアミドバリアポリマーを含む第２
成分の屈折率の約０．００６～約－０．０００６の範囲内に一致させることができる。例
えば、以下の方法によって明澄なブレンドが形成されるならば、ポリマーは前述の均質ポ
リエステル／ポリカーボネートブレンドの適当な改質用ポリマーであると判断できる：１
）改質用ポリマーと、ポリカーボネート部分とポリエステル部分を含む既存ブレンドとを
ブレンドする；又は２）改質用ポリマーとポリカーボネート部分とをブレンドしてから、
ポリエステル部分を導入する；又は３）改質用ポリマーとポリエステル部分とをブレンド
してから、ポリカーボネート部分を導入する；又は４）ブレンドの前に、改質用ポリマー
、ポリカーボネート部分及びポリエステル部分を全て一緒に混合する。
【００９２】
　本発明の明澄なブレンドは、改質用ポリマーを組み込むことによって更に改質して、必
ずしも明澄でないかもしれないパフォーマンスブレンドを生成できる。ブレンド改質剤と
して性質を改質するために又は燃焼性を低下させるために、以下のような化合物を使用で
きる：例えば、ＤｕＰｏｎｔ製のナイロン６，６のようなポリアミド；Ｇｅｎｅｒａｌ　
Ｅｌｅｃｔｒｉｃ製のＵＬＴＥＭポリ（エーテル－イミド）のようなポリ（エーテル－イ
ミド）；ポリ（フェニレンオキシド）、例えば、ポリ（２，６－ジメチルフェニレンオキ
シド）若しくはポリ（フェニレンオキシド）／ポリスチレンブレンド、例えば、Ｇｅｎｅ
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ｒａｌ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃ製のＮＯＲＹＬ樹脂；ポリエステル；ポリフェニレンスルフィ
ド；ポリフェニレンスルフィド／スルホン；ＬＥＸＡＮ　３２５０ポリ（エステル－カー
ボネート）（Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃ）のようなポリ（エステル－カーボネー
ト）；Ｇｅｒｅｎａｌ　Ｅｌｅｃｔｉｒｉｃ　製のＬＥＸＡＮポリカーボネート以外のポ
リカーボネート；ＡＲＤＥＬ　Ｄ１００ポリアリーレート（Ａｍｏｃｏ）のようなポリア
リーレート；ポリスルホン；ポリスルホンエーテル；ポリ（エーテル－ケトン）；又は芳
香族ジヒドロキシ化合物。これらのポリマーの製造に使用する芳香族ジヒドロキシ化合物
のいくつかは、米国特許第３，０３０，３３５号及び第３，３１７，４６６号に開示され
ている。
【００９３】
　本発明の組成物のコポリアミド又はポリアミドの均質ブレンドは、バリアポリマーとし
て機能することができ、従って、組成物全体のバリア性を改善することができる。本明細
書中で使用する用語「バリアポリマー」は、以下の性質の１つ又はそれ以上を有するポリ
マーを意味する：（１）ＡＳＴＭ法Ｎｏ．Ｆ１２４９によって３８℃において測定された
場合の透水度が２ｇｍ－ｍｉｌｓ／１００平方インチ／２４時間若しくはそれ以下；（２
）ＡＳＴＭ法Ｎｏ．Ｄ３９８５によって２３℃において測定された酸素透過度が５ｃｃ（
ＳＴＰ）－ｍｉｌｓ／１００平方インチ／２４時間－ａｔｍ若しくはそれ以下、又は（３
）ＡＳＴＭ法Ｄ１４３４によって２３℃において測定された二酸化炭素透過度が２５ｃｃ
（ＳＴＰ）－ｍｉｌｓ／１００平方インチ／２４時間ａｔｍ又はそれ以下。
【００９４】
　組成物中の１種又はそれ以上のポリアミドと酸素との反応を触媒する金属触媒を混和し
てバリア性を向上させることによって、酸素捕捉性組成物を生成することができる。従っ
て、本発明は更に、
（Ａ）（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレ
ンドから選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分と
　　　（ｉｉ）少なくとも２種のポリアミドのアミド交換均質ブレンドを含む第２成分
とを含む非混和性ブレンド｛前記第２成分（ｉｉ）と前記第１成分（ｉ）の屈折率の差［
ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）］は約０．００６～約－０．０００６であり、且つ
前記非混和性ブレンドは少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下の
ヘイズを有する｝；並びに
（Ｂ）元素周期表の第３族～第１２族、第４列～第６列から選ばれた少なくとも１種の金
属
を含む酸素捕捉性組成物を提供する。
【００９５】
　１種又はそれ以上のポリアミドの均質ブレンドの他に、本発明の酸素捕捉性組成物はま
た、本発明の他の実施態様に関して前述したような単一のコポリアミドを含むこともでき
る。従って、本発明はまた、
（Ａ）（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレ
ンドから選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分と
　　　（ｉｉ）コポリアミドを含む第２成分
とを含む非混和性ブレンド｛前記第２成分（ｉｉ）と前記第１成分（ｉ）の屈折率の差［
ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）］は約０．００６～約－０．０００６であり、且つ
前記非混和性ブレンドは少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下の
ヘイズを有する｝；並びに
（Ｂ）元素周期表の第３族～第１２族、第４列～第６列から選ばれた少なくとも１種の金
属
を含む酸素捕捉性組成物を提供する。酸素捕捉性組成物は、前述した第１及び第２成分、
ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート、均質ブレンド、コポリアミド並び
にポリアミドの種々の実施態様の任意の組合せを含むことを更に理解されたい。
【００９６】
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　本発明の酸素捕捉性組成物は、国際純正応用化学連合（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎ　Ｕｎ
ｉｏｎ　ｏｆ　Ｐｕｒｅ　ａｎｄ　Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ）によるＰｅｒ
ｉｏｄｉｃ　Ｔａｂｌｅの１９８４年改訂版に記載された元素周期表の第３族～第１２族
、第４列～第６列から選ばれた１種の金属を含むことができる。典型的な酸化触媒として
は、少なくとも２つの酸化状態の間で容易に相互転換できる遷移金属触媒が挙げられる。
使用できる金属の例としては、銅、ニッケル、コバルト、鉄、マンガン及びそれらの組合
せが挙げられる。酸素捕捉を触媒するのに有効な任意の量の触媒を使用できるが、典型的
には金属は約１０～約１，０００ｐｐｍの量で使用するものとする。金属濃度の他の範囲
としては、酸素捕捉性組成物の総重量に基づき、約５０～約７５０ｐｐｍ、約１０～約５
００ｐｐｍ、約５０～約５００ｐｐｍ、及び約５０～約３００ｐｐｍが挙げられる。金属
は典型的には元素金属自体として、有機配位子を含む金属錯体として、酸化物として又は
金属塩として使用できる。金属塩の対イオンの例としては、塩化物イオン、酢酸イオン、
アセチルアセトン酸イオン、ステアリン酸イオン、パルミチン酸イオン、２－エチルヘキ
サン酸イオン、ネオデカン酸イオン、オクタン酸イオン又はナフテン酸イオン及びそれら
の混合物が挙げられるが、これらに限定するものではない。金属塩はまた、イオノマーで
あることもでき、この場合にはポリマー対イオンが使用される。このようなイオノマーは
当業界でよく知られている。
【００９７】
　一例において、金属触媒は、コバルト又はコバルトを含む化合物、例えばコバルト塩で
ある。コバルトは＋２又は＋３の酸化状態であることができる。金属触媒の他の例は、＋
２の酸化状態のロジウム及び＋２の酸化状態の銅である。金属は、塩の形態で、好都合に
はカルボン酸塩、例えばオクタン酸コバルト、酢酸コバルト又はネオデカン酸コバルトの
形態で添加できる。報告した量は、ポリマーブレンドの重量に基づき、組成物に添加され
るその化合物の重量ではなく、金属に基づいて測定したものである。金属としてのコバル
トの場合には、典型的な量は少なくとも５０ｐｐｍ、又は少なくとも６０ｐｐｍ、又は少
なくとも７５ｐｐｍ、又は少なくとも１００ｐｐｍ、又は少なくとも１２５ｐｐｍである
。触媒は純粋なまま又はキャリヤー（例えば液体又はワックス）中に稀釈して、押出機又
は物品を製造するための他の装置に加えることもできるし、或いはポリアミドポリマーと
のコンセントレートの形態で、ポリエステルポリマーとのコンセントレートの形態で、又
は非混和性ブレンドとのコンセントレートの形態で加えることもできる。キャリヤーは第
１成分及び第２成分と反応性であっても非反応性であってもよく、揮発性又は不揮発性キ
ャリヤー液体を使用できる。金属触媒は、酸素捕捉性組成物の製造の間に種々のブレンド
プロトコールによって種々の時点で添加できる。特に有用なアプローチは、ポリアミドの
酸素捕捉活性の開始が早すぎないように、最終ブレンド組成物の製造の終わり近くになっ
て、更には物品形成前の最終溶融工程になってようやく、ポリアミドと遷移金属とを一緒
にすることである。場合によっては、例えば、コバルトを遷移金属として供給する場合に
は、例えば熱可塑性ポリマーの製造時ではなく、第１成分と第２成分とのブレンド時にコ
バルトを添加するのが好ましいことがある。
【００９８】
　一実施態様において、例えば、酸素捕捉性組成物の第１成分は、前述のようなモノマー
残基の任意の組合せを有するポリエステルを含むことができる。例えば、ポリエステルは
、（ａ）総二酸残基に基づき少なくとも８０モル％の、テレフタル酸、イソフタル酸、ナ
フタレンジカルボン酸及び１，４－シクロヘキサンジカルボン酸から選ばれた少なくとも
１種のジカルボン酸の残基並びに０～約２０モル％の、少なくとも１種の炭素数２～２０
の改質用ジカルボン酸の残基を含む二酸残基と（ｂ）ジオール残基の総モルに基づき少な
くとも８０モル％の、エチレングリコール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ネオ
ペンチルグリコール、ジエチレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタ
ンジオール及び２，２，４，４－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオールから選ば
れた少なくとも１種のジオールの残基並びに０～約２０モル％の、少なくとも１種の炭素
数３～１６の改質用ジオールの残基を含むジオール残基とを含むことができる。別の例に
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おいては、二酸残基は約６０～１００モル％のテレフタル酸残基及び０～約４０モル％の
イソフタル酸残基を含むことができ、且つジオール残基は約１００モル％の１，４－シク
ロヘキサンジメタノール残基を含むことができる。別の例においては、二酸残基は二酸残
基の総モルに基づき、約１００モル％のテレフタル酸残基を含むことができる。第１成分
として使用できるポリエステルの他の具体例としては、（ｉ）約８０～約１００モル％の
テレフタル酸残基と約５０～約９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及
び約１０～約５０モル％のネオペンチルグリコール残基；（ｉｉ）約１００モル％のテレ
フタル酸残基と約１０～約４０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び６
０～約９０モル％のエチレングリコール残基；並びに（ｉｉｉ）約１００モル％のテレフ
タル酸残基と約１０～約９９モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基、０～約
９０モル％のエチレングリコール残基及び約１～約２５モル％のジエチレングリコール残
基を含むポリエステルが挙げられる。ポリエステルは更に、前述のように総二酸残基に基
づき約０．１～２モル％の、トリメリット酸、トリメリット酸無水物及びピロメリット酸
二無水物から選ばれた少なくとも１種の分岐剤の残基を含むこともできる。
【００９９】
　第１成分はまた、少なくとも１種のポリエステルと少なくとも１種のポリカーボネート
との均質ブレンドを含むことができる。これらの均質ブレンド中に使用できるポリカーボ
ネートは前述したものである。
【０１００】
　アミド交換均質ブレンド又はコポリアミドは、例えば種々のナイロン類のような前述の
任意のポリアミドを含むことができる。しかし、酸素捕捉性組成物のコポリアミド又はポ
リアミドの均質ブレンドは、ｍ－キシリレンジアミン、ｐ－キシリレンジアミン又はそれ
らの組合せの残基を含むのが有利である。例えば、第２成分は、ｍ－キシリレンジアミン
及びアジピン酸の残基を含む第１ポリアミドとナイロン６、ナイロン６，６又はそれらの
ブレンドを含む第２ポリアミドとの均質ブレンドを含むことができる。更なる例として、
この均質ブレンドは、ポリエステルとビスフェノールＡの残基を含むポリカーボネートと
の均質ブレンドを含む第１成分と非混和性ブレンドの形で合することができる。また、最
適な酸素捕捉性に関しては、コポリアミド又はポリアミドの均質ブレンドは２０ミリモル
／ｋｇ又はそれ以下の遊離アミノ基を含むのが望ましい。遊離アミノ基の濃度は、当業者
によく知られた方法を用いて、例えば、滴定によって測定できる。
【０１０１】
　別の例において、酸素捕捉性組成物は、ｍ－キシリレンジアミンアジペートのコポリア
ミドを含む。アジピン酸残基の一部若しくはｍ－キシリレンジアミン残基の一部又は両者
の一部が他の残基で置き換えられた変性ｍ－キシリレンジアミンアジペートを使用すると
、ｍ－キシリレンジアミンアジペートホモポリマーのみを含む組成物と比較した場合に、
改善された酸素捕捉性を有する酸素捕捉性組成物を生じることができる。本明細書中に記
載した他のポリアミドバリアポリマーもまた、酸素捕捉性組成物の一部として使用できる
。
【０１０２】
　前述の本発明の組成物は、例えばシート、フィルム、チューブ、プレフォーム、ボトル
又は形材のような造形品を作るのに使用できる。このような造形品は、当業者によく知ら
れた任意の手段、例えば押出、カレンダリング、熱成形、ブロー成形、押出ブロー成形、
射出成形、圧縮成形、キャスト、ドラフト、幅出し又はフリーブロー成形によって形成で
きる。
【０１０３】
　例えば、本発明の組成物は、当業界で知られた任意の方法によって、例えばフィルムの
ような造形品に加工できる。フィルムの形成は、例えば米国特許第４，８８０，５９２号
に記載されたような溶融押出によって、若しくは例えば米国特許第４，４２７，６１４号
に記載されたような圧縮成形によって、又は任意の他の適当な方法によって行うことがで
きる。例えば、フィルムは、よく知られたキャストフィルム、インフレーションフィルム
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及び押出被覆法によって製造でき、後者は基体（ｓｕｂｓｔｒａｔｅ）上への押出を含む
。このような基体はタイ層を含むこともできる。溶融キャスト又はフリーブロー成形によ
って製造されたフィルムは、接着剤を用いて基体に熱接着又は固着させることができる。
組成物は、当業界で知られた任意の方法によって単層又は多層フィルムに加工できる。例
えば、単層又は多層フィルムは、よく知られたキャストフィルム、インフレーションフィ
ルム及び押出被覆法によって製造でき、後者は基体上への押出を含む。代表的な基体とし
ては、フィルム、シート並びに織布及び不織布が挙げられる。溶融キャスト又はフリーブ
ロー成形によって製造された単層又は多層フィルムは、接着剤を用いて基体に熱接着又は
固着させることができる。
【０１０４】
　例えば、組成物は、従来のインフレーションフィルム装置を用いてフィルムの形にする
ことができる。フィルム形成装置は、当業界で「インフレーションフィルム」装置と称さ
れる、組成物を押し通してフィルム「バブル」の形にするバブルインフレーションフィル
ム用の円形ダイヘッドを含むものであることができる。「バブル」は最終的につぶれて、
フィルムの形態にされる。
【０１０５】
　組成物はまた、押出ブロー成形及び射出伸張－ブロー成形による造形品の形成に使用で
きる。射出成形法は、加熱シリンダー中でコポリアミド又は均質ポリアミドブレンドを軟
化させ、それを高圧下で溶融させながら、密閉金型中に射出し、前記金型を冷却して固化
を促し、そして成形されたプレフォームを前記金型から突出す。成形用組成物は、プレフ
ォームの製造及び目的とする性質を有する最終のボトル形状へのこれらのプレフォームの
それに続く再加熱伸張－ブロー成形に適する。射出成形されたプレフォームは、１００～
１５０℃の範囲の適当な延伸温度に加熱し、次いで伸張ブロー成形する。後者のプロセス
は、最初に機械的手段によって、例えば、コアロッドインサートを用いて押すことによっ
て高温プレフォームを軸方向に伸張し、次いでフープ方向において伸張させるために高圧
空気（５００ｐｓｉ以下）を吹き込むことからなる。このようにして、二軸延伸インフレ
ーションフィルムが製造される。典型的なブローアップ比は５／１～１５／１の範囲であ
る。
【０１０６】
　本発明の組成物の優れた透明度及び低いヘイズは、相当量のスクラップポリマー又は「
リグラインド（ｒｅｇｒｉｎｄ）」の組み込みによる透明な造形品の製造を可能にする。
本明細書中で使用する用語「リグラインド」は、当業界で一般的に認められている意味を
有する、即ち、物品の形成プロセスから回収され且つより小さい粒子に粉砕されたスクラ
ップポリマーを意味することが理解される。多くの場合、リグラインドは、物品の透明度
がその用途には重要でない造形品に組み込むためのスクラップとして販売されている。例
えば包装用途に使用されるフィルム及びボトルのような一部の造形品に関しては、低ヘイ
ズ及び高透明度が重要な特徴である。これらの物品、特に、多層物品の製造は、許容され
得ないレベルのヘイズの形成のために、物品形成プロセスに戻すことができないことが多
い多量のスクラップポリマーを本質的に生じる。第１成分と第２成分の屈折率がよく一致
するため、リグラインドを含む本発明の組成物からは低ヘイズで透明な造形品を製造でき
る。
【０１０７】
　従って、本発明の別の態様は、
（Ａ）（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレ
ンドから選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分と
　　　（ｉｉ）コポリアミド又は少なくとも２種のポリアミドの均質なアミド交換ブレン
ドを含む第２成分
とを溶融ブレンドし｛前記第１成分（ｉ）と前記第２成分（ｉｉ）は非混和性ブレンドを
形成し、前記第２成分と前記第１成分の屈折率の差［ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分
）］は約０．００６～約－０．０００６であり、且つ前記非混和性ブレンドは少なくとも
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７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有する｝；
（Ｂ）造形品を形成し；
（Ｃ）ブレンドされた第１成分（ｉ）及び第２成分（ｉｉ）を含むスクラップポリマー組
成物を回収し；
（Ｄ）前記スクラップポリマー組成物を粉砕してポリマーリグラインドを生成し；
（Ｅ）場合によっては、前記スクラップポリマー組成物を乾燥させ；そして
（Ｆ）前記ポリマーリグラインドを工程（Ａ）の第１成分（ｉ）及び第２成分（ｉｉ）と
合する
ことを含む、造形品の形成方法である。従って、本発明の方法は、低ヘイズ及び高透明度
を保持しながら、造形品中にスクラップポリマーリグラインドを組み込むことを可能にす
る。前記方法は、前述した第１成分及び第２成分、ポリエステル、ポリカーボネート、ポ
リアリーレート、均質ブレンド、コポリアミド、ポリアミド、酸素捕捉性組成物並びにそ
れらの任意の組合せの種々の実施態様を含むことを更に理解されたい。
【０１０８】
　例えば、前述のように、第１成分及び第２成分から形成された非混和性ブレンドは更に
、元素周期表の第３族～第１２族、第４列～第６列から選ばれた少なくとも１種の金属を
含むことができる。金属の例としては、銅、ニッケル、コバルト、鉄、マンガン及びそれ
らの組合せが挙げられる。典型的には、金属は、造形品の総重量に基づき、約１０～約５
００重量百万分率の量で存在する。好ましい金属はコバルトである。
【０１０９】
　本発明の方法の造形品は、当業界で知られた及び前述した任意の方法によって形成でき
る。例えば、造形品は、押出、カレンダリング、熱成形、ブロー成形、押出ブロー成形、
射出成形、圧縮成形、キャスト、ドラフト、幅出し又はフリーブロー成形によって形成で
きる。
【０１１０】
　本発明の方法は任意の造形品の製造に使用できるが、製造できる代表的な造形品はシー
ト、フィルム、プレフォーム、チューブ及びボトルである。これらの造形品は単層を有す
ることもできるし、或いは２～約７層を含むこともできる。リグラインドはこれらの層の
１つ又はそれ以上に組み込むことができ、このような層は、１層又はそれ以上の層の重量
に基づき、約５０～１００重量％のリグラインドを含むことができる。造形品中に存在で
きるリグラインドレベルの他の例は、５～約９５重量％、約１０～約６０重量％、約１５
～約５０重量％及び約２０～約３０重量％である。
【０１１１】
　造形品は多層を含むことができ、多層中の１つ又はそれ以上の層が第１成分及び第２成
分を非混和性ブレンドとして含むか、或いは第１成分と第２成分が別個の層中に存在する
。従って、本発明の別の態様は、
（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレンドか
ら選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１層と
（ｉｉ）少なくとも２種のポリアミドのアミド交換均質ブレンドを含む第２層
を含んでなる多層造形品であって、前記第２層（ｉｉ）と前記第１層（ｉ）の屈折率の差
［ＲＩ（第２層）－ＲＩ（第１層）］が約０．００６～約－０．０００６であり、且つ前
記造形品が少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有す
る多層造形品である。この造形品は、前述した第１成分及び第２成分、ポリエステル、ポ
リカーボネート、ポリアリーレート、均質ブレンド、コポリアミド、ポリアミド、酸素捕
捉性組成物、造形品並びにそれらの任意の組合せの種々の実施態様を含むことができる。
【０１１２】
　多層造形品は、押出、カレンダリング、熱成形、ブロー成形、押出ブロー成形、射出成
形、圧縮成形、キャスト、ドラフト、幅出し又はフリーブロー成形によって製造できる。
第１層と第２層の屈折率がよく一致するので、多層造形品は更に、第１層及び第２層の混
合物を含むリグラインドを含むことができ、リグラインドは第１層、第２層又は第１層と
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第２層との組合せ中に組み込むことができる。典型的には、リグラインドは、造形品の総
重量に基づき、多層造形品の約５～約６０重量％である。造形品中のリグラインドの重量
百分率の他の例は、造形品の総重量の約１０～約４０重量％及び約２０～約３０重量％で
ある。
【０１１３】
　多層造形品は、対象用途に応じて２～約７層を有することができる。例えば、前述のよ
うに、造形品はシート、フィルム、チューブ、ボトル又はプレフォームであることができ
る。複雑な層状構造も可能である。例えば、造形品は、ＡＢＡ、ＡＢＡＢＡ、ＡＢＣＢＡ
又はＡＣＢＣＡ［層Ａは第１層（ｉ）からなり、層Ｂは第２層（ｉｉ）からなり、且つ層
Ｃは、スクラップ第１層（ｉ）及びスクラップ第２層（ｉｉ）の混合物、使用済みリサイ
クル材料から得られたポリエステル若しくはポリカーボネート又はそれらの組合せを含む
リグラインドからなる］で表される層状構造を有することができる。造形品の透明度及び
リグラインドを組み込む能力を維持するためには、リグラインドの組成に応じて、層Ｂと
層Ｃの屈折率の差［ＲＩ（層Ｂ）－ＲＩ（層Ｃ）］が約０．００６～約－０．０００６で
あるのが有利であり得る。
【０１１４】
　別の実施態様においては、層Ａが第２層（ｉｉ）からなることができ、層Ｂが第１層（
ｉ）からなり、且つ層Ｃがスクラップ第１層（ｉ）とスクラップ第２層（ｉｉ）の混合物
、使用済みリサイクル材料から得られたポリエステル若しくはポリカーボネート又はそれ
らの組合せからなる。
【０１１５】
　更に、本発明の新規多層造形品の第２層（ｉｉ）は更に、元素周期表の第３族～第１２
族、第４列～第６列から選ばれた少なくとも１種の金属を含むことができる。金属の例と
しては、銅、ニッケル、コバルト、鉄、マンガン及びそれらの組合せが挙げられる。典型
的には、金属は、造形品の総重量に基づき、約１０～約５００重量百万分率の量で存在す
る。好ましい金属はコバルトである。
【０１１６】
　更に別の実施態様において、本発明の多層造形品は更に、層の総重量に基づき、約５０
～約１００重量％のリグラインドを含む少なくとも１層の追加層を含むことができる。リ
グラインドを含む追加層は更に、元素周期表の第３族～第１２族、第４列～第６列から選
ばれた少なくとも１種の金属を含むことができる。金属の例としては、銅、ニッケル、コ
バルト、鉄、マンガン及びそれらの組合せが挙げられる。典型的には、金属は、前記造形
品の総重量に基づき約１０～約５００重量百万分率の量で存在する。好ましい金属はコバ
ルトである。
【０１１７】
　前述のように、多層造形品は、前の方に記載した造形品、熱可塑性ポリマー、ポリアミ
ド、非混和性ブレンド、均質ブレンド及び酸素捕捉性組成物の種々の実施態様を含むこと
ができる。例えば、少なくとも１種の熱可塑性ポリマーが、（ａ）総二酸残基に基づき少
なくとも８０モル％の、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸及び１，
４－シクロヘキサンジカルボン酸から選ばれた少なくとも１種のジカルボン酸の残基並び
に０～約２０モル％の、少なくとも１種の炭素数２～２０の改質用ジカルボン酸の残基を
含む二酸残基と（ｂ）ジオール残基の総モルに基づき少なくとも８０モル％の、エチレン
グリコール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール、ジエチレ
ングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール及び２，２，４，４
－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオールから選ばれた少なくとも１種のジオール
の残基並びに０～約２０モル％の、少なくとも１種の炭素数３～１６の改質用ジオールの
残基を含むジオール残基とを含む線状又は分岐ポリエステルを含むことができ；且つ１種
又はそれ以上のバリアポリマーが、ｍ－キシリレンジアミン及びアジピン酸の残基を含む
第１ポリアミドとナイロン６、ナイロン６，６又はそれらのブレンドを含む第２ポリアミ
ドとの均質ブレンドを含む。例えば、熱可塑性ポリマーは、分岐ポリエステルを含むこと
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ができる。更なる例において、熱可塑性ポリマーは更に、ポリエステルとビスフェノール
Ａの残基を含むポリカーボネートとの均質ブレンドを含む。
【０１１８】
　本発明の多層造形品は、当業者に知られた任意の方法によって製造できる。例えば、造
形品は、フィルムを形成するための任意の常法、例えば、ラミネート、押出ラミネート、
共射出、伸張ブロー成形及び同時押出ブロー成形によって形成でき、同時押出による多層
フィルムの典型的な製造方法に特に関連して説明することができる。例えば、第１及び第
２成分並びに全ての任意層を、同様な数の押出機のインフィードホッパー中に供給し、各
押出機は１層又はそれ以上の層のための材料を扱う。典型的には、本発明の組成物につい
ては、第１成分及び第２成分はそれぞれ、押出前及び押出中に約Ｔｇ＋１００℃～約Ｔｇ
＋３００℃の温度に加熱するものとする。Ｔｇは示差走査熱量測定法によって測定された
第１成分又は第２成分のガラス転移温度である。個々の押出機からの溶融流れは、単一マ
ニホールド同時押出ダイ中に供給される。ダイ中にありながら、層は並列し且つ結合され
、次いで、ポリマー材料の単一多層フィルムとしてダイから出てくる。ダイから出た後、
フィルムは第１の温度制御キャスティングロール上にキャストされ、前記第１ロールの周
囲を通り、次いで第１ロールより通常は低温の第２温度制御ロール上に移される。温度制
御ロールは、ダイから出た後のフィルムの冷却速度を主として制御する。別の方法におい
ては、フィルム形成装置は、当業界でインフレーションフィルム装置と称されるものであ
ることができ、バブルインフレーションフィルム用のマルチマニホールド円形ダイヘッド
を含む。このダイヘッドを通して、フィルム組成物が押し進められてフィルムバブルの形
態となる。フィルムバブルは最終的につぶれてフィルムの形態になることができる。フィ
ルム及びシートラミネートを形成するための同時押出法は一般に知られている。別法とし
て、個々の層は最初にシートの形態にし、次いで中間接着層を用いて又は用いずに加熱及
び加圧下で一緒にラミネートすることができる。
【０１１９】
　本発明の組成物の透明度及び低ヘイズはまた、相当量のスクラップポリマー又は「リグ
ラインド」が組み込まれた多層の透明な造形品の製造を可能にする。従って、本発明はま
た、（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレン
ドから選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分を、第１成分の約Ｔｇ
＋１００℃～第１成分の約Ｔｇ＋３００℃の温度に加熱し；
（ｉｉ）コポリアミド又は少なくとも２種のポリアミドのアミド交換均質ブレンドを含む
第２成分を、第２成分の約Ｔｇ＋１００℃～第２成分の約Ｔｇ＋３００℃の温度に加熱し
；
（ｉｉｉ）第１成分及び第２成分を別個の層に有する造形品を形成し；
（ｉｖ）スクラップ第１成分及びスクラップ第２成分を回収し；
（ｖ）前記スクラップ第１成分及びスクラップ第２成分を粉砕して、リグラインドを生成
し；
（ｖｉ）場合によっては前記リグラインドを乾燥させ；そして
（ｖｉｉ）前記リグラインドを工程（ｉ）の第１成分、工程（ｉｉ）の第２成分又はそれ
らの組合せと合する
ことを含み、工程（ｉｉ）の第２成分と工程（ｉ）の第１成分の屈折率の差［ＲＩ（第２
成分）－ＲＩ（第１成分）］が約０．００６～約－０．０００６であり、且つ前記造形品
が少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有する多層造
形品の形成方法を提供する。この方法は、前述した第１成分及び第２成分、ポリエステル
、ポリカーボネート、ポリアリーレート、均質ブレンド、コポリアミド、ポリアミド、酸
素捕捉性組成物、造形品、物品形成方法及びそれらの任意の組合せの種々の実施態様を含
むことができる。
【０１２０】
　本発明の方法は、低ヘイズ及び高透明度を保持しながら、相当量のリグラインドを造形
品中に組み込むことを可能にする。リグラインドは、典型的には、この物品形成方法の間
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にスクラップとして生成される工程（ｉ）の第１成分と工程（ｉｉ）の第２成分との混合
物を含むが、任意のポリマー材料を、その屈折率が第２成分と約０．００６～約－０．０
００６しか異ならないならば、使用することができる。この方法のリグラインド材料は工
程（ｉ）の第１成分、工程（ｉｉ）の第２成分又は第１成分と第２成分との組合せと合す
ることができる。リグラインドは造形品の総重量に基づき、造形品の約５～約６０重量％
であることができる。本発明の方法の造形品に関するリグラインド含量の他の代表的例は
、造形品の約１０～約４０重量％及び約２０～約３０重量％である。
【０１２１】
　本発明の方法の多層物品は、その対象用途に応じて２～約７層を有することができる。
例えば、前述のように、多層造形品はシート、フィルム、チューブ、ボトル又はプレフォ
ームであることができる。複雑な層状構造も可能である。例えば、造形品は、ＡＢＡ、Ａ
ＢＡＢＡ、ＡＢＣＢＡ又はＡＣＢＣＡ［層Ａは工程（ｉ）の第１成分からなり、層Ｂは工
程（ｉｉ）の第２成分からなり、且つ層Ｃは、工程（ｉ）のスクラップ第１成分及び工程
（ｉｉ）のスクラップ第２成分の混合物、使用済みリサイクル材料から得られるポリエス
テル若しくはポリカーボネート又はそれらの組合せを含むリグラインドからなる］で表さ
れる層状構造を有することができる。リグラインドの組成に応じて、物品の透明度及びリ
グラインドを組み込む能力を維持するためには、層Ｂと層Ｃの屈折率の差［ＲＩ（層Ｂ）
－ＲＩ（層Ｃ）］は約０．００６～約－０．０００６であるのが有利であり得る。
【０１２２】
　別の実施態様においては、層Ａが工程（ｉｉ）の第２成分からなることができ、層Ｂが
工程（ｉ）の第１成分からなり、且つ層Ｃが工程（ｉ）のスクラップ第１成分と工程（ｉ
ｉ）のスクラップ第２成分の混合物、使用済みリサイクル材料から得られたポリエステル
若しくはポリカーボネート又はそれらの組合せからなる。
【０１２３】
　更に、本発明の新規多層物品の工程（ｉｉ）の第２成分は更に、元素周期表の第３族～
第１２族、第４列～第６列から選ばれた少なくとも１種の金属を含むことができる。使用
できる金属の例としては、銅、ニッケル、コバルト、鉄、マンガン及びそれらの組合せが
挙げられる。典型的には、金属は、造形品の総重量に基づき、約１０～約５００重量百万
分率の量で存在する。好ましい金属はコバルトである。
【０１２４】
　更に別の実施態様において、本発明の方法の工程（ｉｉｉ）は更に、層の総重量に基づ
き、約５０～約１００重量％のリグラインドを含む少なくとも１層の追加層を形成するこ
とができる。リグラインドを含む追加層は更に、元素周期表の第３族～第１２族、第４列
～第６列から選ばれた少なくとも１種の金属を含むことができる。金属の例としては、銅
、ニッケル、コバルト、鉄、マンガン及びそれらの組合せが挙げられる。典型的には、金
属は、造形品の総重量に基づき、約１０～約５００重量百万分率の量で存在する。好まし
い金属はコバルトである。
【０１２５】
　前述のように、多層造形品は、前の方に記載した造形品、熱可塑性ポリマー、ポリアミ
ド、非混和性ブレンド、均質ブレンド及び酸素捕捉性組成物の種々の実施態様を含むこと
ができる。例えば、少なくとも１種の熱可塑性ポリマーが、（ａ）総二酸残基に基づき少
なくとも８０モル％の、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸及び１，
４－シクロヘキサンジカルボン酸から選ばれた少なくとも１種のジカルボン酸の残基並び
に０～約２０モル％の、少なくとも１種の炭素数２～２０の改質用ジカルボン酸の残基を
含む二酸残基と（ｂ）ジオール残基の総モルに基づき少なくとも８０モル％の、エチレン
グリコール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール、ジエチレ
ングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール及び２，２，４，４
－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオールから選ばれた少なくとも１種のジオール
の残基並びに０～約２０モル％の、炭素数３～１６の少なくとも１種の改質用ジオールの
残基を含むジオール残基とを含むポリエステルを含むことができ；且つ１種又はそれ以上
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のバリアポリマーが、ｍ－キシリレンジアミン及びアジピン酸の残基を含む第１ポリアミ
ドとナイロン６、ナイロン６，６又はそれらのブレンドを含む第２ポリアミドとの均質ブ
レンドを含む。例えば、熱可塑性ポリマーは、分岐ポリエステルを含むことができる。更
なる例において、熱可塑性ポリマーは更に、ポリエステルとビスフェノールＡの残基を含
むポリカーボネートとの均質ブレンドを含む。
【０１２６】
　本発明の別の実施態様は更に、
（Ａ）（ｉ）（ａ）総二酸残基に基づき少なくとも約９５モル％のテレフタル酸残基を含
む二酸残基；並びに（ｂ）ジオール残基の総モルに基づき少なくとも９５モル％の、エチ
レングリコール及び１，４－シクロヘキサンジメタノールから選ばれた少なくとも１種の
ジオールの残基を含むジオール残基を含む少なくとも１種のポリエステル；（ｉｉ）ビス
フェノールＡの残基を含む少なくとも１種のポリカーボネート；又は（ｉｉｉ）それらの
均質ブレンドを含む第１成分を、前記ポリエステル又はポリカーボネートの約Ｔｇ＋１０
０℃～前記第１成分の約Ｔｇ＋３００℃の温度に加熱し；
（Ｂ）ジアミン残基及び二酸残基を含むポリアミド（前記ポリアミドは、総ジアミン残基
に基づき、約１００モル％のｍ－キシリレンジアミン残基及び総二酸残基に基づき、約１
００モル％のアジピン酸残基を含む）と、ナイロン６及びナイロン６，６から選ばれた少
なくとも１種のポリアミドとのアミド交換均質ブレンドを含む第２成分を、前記第２成分
の約Ｔｇ＋１００℃～約Ｔｇ＋３００℃の温度に加熱し；
（Ｃ）第１及び第２ポリマー組成物を別個の層に含む造形品を形成し；
（Ｄ）スクラップ第１成分及びスクラップ第２成分を回収し；
（Ｅ）前記スクラップ第１成分及びスクラップ第２成分を粉砕して、リグラインドを生成
し；
（Ｆ）場合によっては前記リグラインドを乾燥させ；そして
（Ｇ）前記リグラインドを工程（Ａ）の第１成分、工程（Ｂ）の第２成分又はそれらの組
合せと合する
ことを含み、工程（Ｂ）の第２成分と工程（Ａ）の第１成分の屈折率の差［ＲＩ（第２成
分）－ＲＩ（第１成分）］が約０．００６～約－０．０００６であり、且つ前記造形品が
少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有する多層造形
品の形成方法である。この方法は、前述した第１成分及び第２成分、ポリエステル、ポリ
カーボネート、ポリアリーレート、均質ブレンド、コポリアミド、ポリアミド、酸素捕捉
性組成物、造形品、物品形成方法及びそれらの任意の組合せの種々の実施態様を含むこと
ができる。
【０１２７】
　前述のように、リグラインドは、第１成分（ｉ）と第２成分（ｉｉ）の混合物を含むこ
とができ、第１成分（ｉ）、第２成分（ｉｉ）又はそれらの組合せと合することができる
。リグラインドは、造形品の総重量に基づき、造形品の約５～約６０重量％であることが
できる。本発明の方法の造形品に関するリグラインド含量の他の代表例は、造形品の約１
０～約４０重量％及び約２０～約３０重量％である。
【０１２８】
　この方法のポリエステルは、少なくとも約９５モル％のテレフタル酸残基を含む二酸残
基を含むことができ、一定の範囲のジオール組成を有することができる。例えば、ポリエ
ステルは約１～約５モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び約９９～約９
５モル％のエチレングリコール残基を含むジオール残基を含むことができる。本発明の方
法のポリエステルのためのジオール組成の他の例としては、以下のものが挙げられるが、
これらに限定するものではない：（ｉ）約２９～約３３モル％の１，４－シクロヘキサン
ジメタノール残基及び約７１～約６７モル％のエチレングリコール残基を含むジオール残
基；（ｂ）約４５～約５５モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び約５５
～約４５モル％のエチレングリコール残基を含むジオール残基；（ｉｉｉ）約６０～約６
５モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び約４０～約３５モル％のエチレ
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ングリコール残基を含むジオール残基；（ｉｖ）約７９～約８３モル％の１，４－シクロ
ヘキサンジメタノール残基及び約２１～約１７モル％のエチレングリコール残基を含むジ
オール残基；並びに（ｖ）約１００モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基を
含むジオール残基。ポリエステルは更に、総二酸残基の基づき、約０．１～２モル％のト
リメリット酸、トリメリット酸無水物及びピロメリット酸二無水物から選ばれた少なくと
も１種の分岐剤の残基を含むことができる。
【０１２９】
　更なる例において、熱可塑性ポリマーは更に、ポリエステルとビスフェノールＡの残基
を含むポリカーボネートとの均質ブレンドを含むことができる。ポリエステル及びポリカ
ーボネートはそれぞれ、線状又は分岐状であることができる。
【０１３０】
　更に、本発明の新規方法の工程（ｉｉ）の第２成分は更に、元素周期表の第３族～第１
２族、第４列～第６列から選ばれた少なくとも１種の金属を含むことができる。使用でき
る金属の例としては、銅、ニッケル、コバルト、鉄、マンガン及びそれらの組合せが挙げ
られる。典型的には、金属は、造形品の総重量に基づき、約１０～約５００重量百万分率
の量で存在する。好ましい金属はコバルトである。
【０１３１】
　更に別の実施態様において、本発明の方法の工程（Ｃ）は更に、層の総重量に基づき、
約５０～約１００重量％のリグラインドを含む少なくとも１層の追加層を形成することを
含むことができる。リグラインドを含む追加層は更に、元素周期表の第３族～第１２族、
第４列～第６列から選ばれた少なくとも１種の金属を含むことができる。金属の例として
は、銅、ニッケル、コバルト、鉄、マンガン及びそれらの組合せが挙げられる。典型的に
は、金属は、前記造形品の総重量に基づき、約１０～約５００重量百万分率の量で存在す
る。好ましい金属はコバルトである。
【０１３２】
　本発明の造形品は更に伸張によって延伸することができ、これが造形品のバリア性を改
善できる。前の方に記載したように、他の常用の添加剤又は改質用ポリマーを、本発明の
ポリマー組成物と混和するのが望ましい場合がある。例えば、酸化防止剤、熱安定剤及び
光安定剤、染料、帯電防止剤、潤沢剤、防腐剤、加工助剤、スリップ剤、粘着防止剤、顔
料、難燃剤、発泡剤などを添加することができる。２種又はそれ以上の添加剤を使用する
こともできる。添加剤は任意の所望の量で存在できるが、典型的には造形品の総重量に基
づき約２０重量％以下、好ましくは約１０重量％以下で存在する。
【０１３３】
　ポリマー組成物、酸素捕捉性組成物及びそれらから製造した造形品はまた、それらのバ
リア性を改善するために、少なくとも１種の層状珪酸塩材料から得られたある種の小板粒
子を約３０重量％以下、好ましくは約２０重量％未満含むことができる。小板粒子は少な
くとも１種のアンモニウム化合物で改質することができる。小板粒子の量は、ＡＳＴＭ　
Ｄ５６３０－９４に従って処理した場合にポリマー－小板粒子組成物の残灰を測定するこ
とによって算出できる。ガスバリア性の改善は、典型的には、複合材料中の小板粒子の濃
度が増加するにつれて増大する。わずか約０．０１％の小板粒子の量で改善されたバリア
を提供する（よく分散され且つ規則正しい場合には特に）が、少なくとも約０．５重量％
の小板粒子を有する組成物が、気体透過性の望ましい改善を示すため、好ましい。
【０１３４】
　一般に層状の珪酸塩材料は、カードのようにすき間なく一緒に積み重なった小板粒子の
高密度凝集塊である。本発明の小板粒子は、約２ｎｍ未満の厚さ及び約１０～約５０００
ｎｍの範囲の直径を有する。本発明において、測定は小板粒子のみに関し、アンモニウム
化合物又は使用されるかもしれない任意の追加の分散助剤及び処理化合物には関さない。
適当な小板粒子は、典型的には、約０．３～約３ｍｅｑ／ｇ、好ましくは約０．８～約１
．５ｍｅｑ／ｇの陽イオン交換容量を有する自由流動性粉末である層状珪酸塩材料から得
られる。適当な層状珪酸塩材料の例としては、マイカ型層状フィロ珪酸塩、例えば、クレ
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イ、スメクタイトクレイ、ナトリウムモンモリロナイト、ナトリウムヘクトライト、ベン
トナイト、ノントロナイト、バイデライト、ボロンスロイト（ｖｏｌｏｎｓｌｏｉｔｅ）
、サポナイト、ソーコナイト、マガダイト、ケニヤアイト、合成ナトリウムヘクトライト
などが挙げられる。この種類のクレイは、Ｓｏｕｔｈｅｒｎ　Ｃｌａｙ　Ｐｒｏｄｕｃｔ
ｓ　ａｎｄ　Ｎａｎｏｃｏｒ，Ｉｎｃ．を含む種々の会社から入手できる。最も好ましい
小板粒子は、ナトリウムベントナイト又はナトリウムモンモリロナイトの場合に得られる
。このようなクレイは、米国においては容易に入手でき、Ｗｙｏｍｉｎｇ型モンモリロナ
イトとして知られ、世界の他の地域では、例えば、Ｋｕｎｉｍｉｎｅ　Ｉｎｄｕｓｔｏｒ
ｉｅｓ，Ｉｎｃ．から入手できるＫｕｎｉｐｉａクレイがある。
【０１３５】
　層状珪酸塩材料は、典型的には、ポリマー組成物中への分散を改善するために処理する
。多くの有用なクレイ処理が当業界で知られており、これらの処理はまた、本発明の範囲
から逸脱しなければ、本発明の複合材料中への層状珪酸塩材料の混和前、混和後又は混和
中に使用できる。有用な処理の例としては、シラン化合物、発泡剤、ポリマー及びオリゴ
マー、分散助剤、有機陽イオン塩及びそれらの組合せによる処理が挙げられるが、これら
に限定するものではない。
【０１３６】
　シラン化合物による有用な処理の例としては、国際出願公開公報ＷＯ　９３／１１１９
０号に開示された処理が挙げられる。有用なシラン化合物には、（３－グリシドキシプロ
ピル）トリメトキシシラン、２－メトキシ（ポリエチレンオキシ）プロピルヘプタメチル
トリシロキサン、オクタデシルジメチル（３－トリメトキシシリルプロピル）アンモニウ
ムクロリドなどがある。
【０１３７】
　発泡剤による有用な処理の例は、当業界でよく知られたオリゴマーポリマーを含む。ク
レイの処理用の代表的なポリマー及びオリゴマーとしては、米国特許第５，５５２，４６
９号及び第５，５７８，６７２号に開示されたものが挙げられる。多くの分散助剤が知ら
れており、水、アルコール、ケトン、アルデヒド、塩素化溶剤、炭化水素溶剤、芳香族溶
剤など又はそれらの組合せを含む広範囲の材料に及ぶ。
【実施例】
【０１３８】
　概要：　本発明を更に以下の実施例によって説明する。ポリエステル、ポリアミド及び
ブレンドのガラス転移温度（Ｔｇ）は、ＡＳＴＭ法Ｄ３４１８によってＴＡ　Ｉｎｓｔｒ
ｕｍｅｎｔｓ　２９２０示差走査熱量測定法（ＤＳＣ）を用いて２０℃／分の走査速度で
測定した。加熱撓み温度はＡＳＴＭ法Ｄ６４８によって測定し、ノッチ付きアイゾッド衝
撃強さはＡＳＴＭ法Ｄ２５６に従って実施した。曲げ特性はＡＳＴＭ法Ｄ７９０に従って
測定した。ブレンドの引張特性はＡＳＴＭ法Ｄ６３８に従って２３℃において測定した。
ポリエステルのインヘレント粘度は、６０／４０（ｗｔ／ｗｔ）フェノール／テトラクロ
ロエタン中、０．５ｇ／１００ｍＬの濃度で２５℃において測定した。これらのブレンド
のポリエステル部分のジオール含量はプロトン核磁気共鳴スペクトル分析法（1Ｈ　ＮＭ
Ｒ）によって測定した。ブレンドの混和性は、プレスしたフィルム及び成形品の示差走査
熱量測定によって判定した。
【０１３９】
　ヘイズ値は、ＡＳＴＭ法Ｄ１００３（％ヘイズ＝１００＊拡散透過率／全透過率）によ
って、Ｈｕｎｔｅｒ　Ａｓｓｏｃｉａｔｅｓ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ，Ｉｎｃ．（Ｒｅｓ
ｔｏｎ，ＶＡ．）製のＨｕｎｔｅｒＬａｂ　ＵｌｔｒａＳｃａｎ　Ｓｐｈｅｒｅ　８００
０　Ｃｏｌｏｒｉｍｅｔｅｒを使用して、Ｈｕｎｔｅｒ’ｓ　Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｓｏ
ｆｔｗａｒｅ（バージョン３．８）を用いて求めた。計測器の較正及び操作は、Ｈｕｎｔ
ｅｒＬａｂ　Ｕｓｅｒ　Ｍａｎｕａｌに従って実施した。拡散透過率は、積分球の、サン
プルポートとは異なる側に光トラップを配置し、従って直進光路を取り除くことによって
得た。２．５度より大きく散乱された光のみを測定した。全透過率は、サンプル中を直進
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する光及びまた、サンプルによってセンサーに散乱された軸外の光の測定を含む。真球内
部からの軸外光が散乱に利用できるように、サンプルを積分球の出口ポートに配置した。
明澄度は目視によって及びヘイズ測定によって判定した。本発明のブレンド及び種々の組
成物に関して、ヘイズ及び％透過率は、組成物を厚さ１／８インチ又はそれ以下のシート
、フィルム又はプラックの形態にし且つ前記方法に従ってヘイズを測定することよって求
めた。多層造形品を含む造形品に関しては、ヘイズ及び％透過率は、厚さ１／８インチ又
はそれ以下の造形品の小片（即ち、１×１ｃｍ）を切り取り且つ前記方法に従ってヘイズ
を測定することによって求めた。
【０１４０】
　屈折率は、Ｍｅｔｒｉｃｏｎ　Ｐｒｉｓｍ　Ｃｏｕｐｌｅｒ（登録商標）モデル２０１
０屈折計（Ｍｅｔｒｉｃｏｎ　Ｉｎｃ．から入手可能）を用いて６３３ｎｍにおいて測定
した。これを、３つの直交方向（押出又は伸張方向、横断方向、及び厚さ方向）において
測定した屈折率の平均として報告してある。延伸フィルムは、プレスしたフィルム、イン
フレショーンフィルム又は押出フィルムのサンプルを一軸又は二軸伸張するＴＭ　Ｌｏｎ
ｇフィルム伸張機（製造元に由来）上で製造した。フィルム伸張機の操作は、油圧駆動ロ
ッドに沿った、互いに直角な２つのドローバーの動きに基づいた。固定ドローバーは各可
動ドローバーに対向していた。フィルム試験片の四辺が取り付けられる、対向する可動ド
ローバーと固定ドローバーのこれらの対は、互いに直角な２つの軸を形成する。試験片は
それに沿って、使用する機械に応じて原寸の４倍又は７倍までの任意の伸張比で伸張され
る。サンプルを機械のグリップ中に入れ、必要ならば伸張前に加熱した。装置からの出力
は、実験及び伸張フィルムの温度における応力対伸長データ（必要ならば）である。
【０１４１】
　フィルムの酸素透過度は、ＭＯＣＯＮ，Ｉｎｃ．（Ｍｉｎｎｅａｐｏｌｉｓ，ＭＮ）製
のＯｘ－Ｔｒａｎ　Ｏｘｙｇｅｎ　Ｐｅｒｍｅａｔｉｏｎ計測器を用いて測定した。酸素
透過度は、試験をするフィルムの既知の面積、フィルムの厚さ、フィルムを横切る酸素の
分圧差及び測定された定常状態透過速度から計算した。能動的な酸素捕捉を示すサンプル
の場合には、酸素捕捉反応の効率が経時的に変化するにつれて、透過速度が徐々に変化す
る可能性があるので、測定された酸素流量は実際の定常状態ではない。しかし、これらの
場合には、酸素透過は、透過度測定期間の間において擬似定常状態であると見なすことが
できることが多い。以下の実施例に含まれる能動的な酸素捕捉サンプルにおいては、測定
の過程において捕捉効率の変化は皆無かそれに近いことが明らかであり、透過度は測定さ
れた擬似定常状態透過速度から計算した。
【０１４２】
　例（比較例）１～１２：　表Ｉに記載したコポリエステルは、テレフタル酸、エチレン
グリコール及び１，４－シクロヘキサンジメタノール（ＣＨＤＭ）から製造した。ポリエ
ステル中のＣＨＤＭの量を表Ｉに示す。例Ｆは１００％のＣＨＤＭを含むが（エチレング
リコール０％）、酸部分の２６モル％はテレフタル酸ではなく、イソフタル酸である。
【０１４３】
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【表１】

【０１４４】
　コポリエステル及びＭＸＤ６　６１２１ポリアミド（ｍ－キシリレン１００モル％及び
アジピン酸１００モル％を含む；Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから入
手可能）を７０℃において一晩乾燥させた。これらのコポリエステルをそれぞれ、１％、
３％及び５％のＭＸＤ６とバッグブレンドし、Ｓｔｅｒｌｉｎｇ　１．５インチ一軸スク
リュー押出機に以下の温度設定（℃）において９０ｒｐｍで供給して、ブレンドを形成し
た：
【０１４５】
【表２】

【０１４６】
　ブレンドを７０℃において一晩乾燥させ、次いでＴｏｙｏ　９０射出成形機上で２７０
℃において厚さ１／８インチの４つの正方形プラックの形態に射出成形した。ＭＸＤ６の
屈折率は１．５８２４であることが測定された。得られたヘイズ値及びナイロンの屈折率
からポリエステルの屈折率を差し引いた結果を表IIに示す：
【０１４７】
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【表３】

【０１４８】
　例（実施例）１３－２４、２７～２９、３１～３２、３４～３６、３８並びに例（比較
例）２５～２６、３０、３３、３６～３７及び３９：　ナイロン６（ＤｕＰｏｎｔからＺ
ｙｔｅｌ（登録商標）７３３５Ｆとして入手可能）及びＭＸＤ６（グレード６１２１）を
１２０℃で４８時間乾燥させ、種々の比でバッグブレンドした。次いで、ポリアミドバッ
グブレンドをＳｔｅｒｌｉｎｇ　１．５インチ一軸スクリュー押出機に９０ｒｐｍで以下
の条件下（℃）で供給して、各ブレンドについて単一の組成依存性Ｔｇ値が存在すること
によって示されるように均質なアミド交換ブレンドを形成した。Ｔｇ値を表IIIに示す。
【０１４９】

【表４】

【０１５０】
　アミド交換ナイロンブレンド又はＭＸＤ６の一部を１２０℃において一晩乾燥させ、次
いでＴｏｙｏ　９０射出成形機上で２４０℃において厚さ１／８のサンプルの形態に射出
成形するか、又は２４０℃において厚さ１５ｍｉｌのフィルムの形態に押出した。フィル
ムは以下の押出方法によって製造した：使用した押出機は、ねじれマドック混合部（ｔｗ
ｉｓｔｅｄ　ｍａｄｄｏｃｋ　ｍｉｘｉｎｇ　ｓｅｃｔｉｏｎ）及び３：１の圧縮比を有
する供給スクリューを装着したＬ：Ｄ（長さ：直径）比２４：１の従来の直径２．５４ｃ
ｍのＫｉｌｌｉａｎ押出機であった。従来のフィードブロックを用いて、メルトを従来の
１５．２４ｃｍコートハンガーダイに運搬した。メルトの急冷には、２ロール・キャスト
フィルム・ダウンスタック配置を用いた。次に、これらのフィルムをＴＭ－Ｌｏｎｇ上で
９５℃において各方向に４倍伸長した。これらのフィルムの伸長前の性質を表IIIに、伸
長後の性質を表IIIＡに示す。表IIIＡの酸素透過度は３０℃及び相対湿度５０％において
試験ガスとして１００％のＯ2を用いて測定したことに留意しなければならない。
【０１５１】
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【表５】

【０１５２】

【表６】

【０１５３】
　例IVに示した実施例及び比較例を生成するために、アミド交換ブレンド又はＭＸＤ６の
一部を７０～１２０℃において一晩乾燥させ、次いで表Ｉのポリエステルと配合した。ポ
リエステルは７０～１２０℃において一晩乾燥させた。表Ｉのこれらのポリエステルをそ
れぞれ、１０重量％の、表IIIの選択されたアミド交換ブレンド又はＭＸＤ６とバッグブ
レンドし、Ｓｔｅｒｌｉｎｇ　１．５インチ一軸スクリュー押出機に９０ｒｐｍで以下の
温度設定（℃）下において供給し、非混和性ブレンドを形成した：
【０１５４】
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【表７】

【０１５５】
ブレンドを７０℃において一晩乾燥させ、次いでＴｏｙｏ　９０射出成形機上で２７０℃
において厚さ１／８インチの４つの正方形プラックの形態に射出成形した。得られたヘイ
ズ値及びナイロンの屈折率からポリエステルの屈折率を差し引いた結果を表IVに示す。
【０１５６】
　実施例３８及び比較例Ｃ－３９を生成するために表IIIの実施例２０からのアミド交換
ブレンドを７０℃において一晩乾燥させ、次いで表ＩのポリエステルＡ又はＣとバッグブ
レンドした。ポリエステルは７０～１２０℃において一晩乾燥させた。バッグブレンドを
次に、Ｔｏｙｏ　９０射出成形機上で２７０℃において厚さ１／８インチの４つの正方形
プラックの形態に射出成形した。得られたヘイズ値及びＭＸＤ６又はナイロンブレンドの
屈折率からポリエステルの屈折率を差し引いた結果を表IVに示す。
【０１５７】
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【表８】

【０１５８】
　例（実施例）４０：　この机上の実験例においては、前記実施例１３～２４の場合のよ
うに２種のポリアミドをブレンドするのではなく、適切な屈折率を有するポリアミドへの
合成経路を用いる。当業界でよく知られた任意の方法を用いて、これらの直接合成ポリア
ミドを生成できる。これらのアミドは一般に、現場で又は別個の工程で製造されることが
できる二酸－ジアミン複合体から溶融相重合によって製造される。いずれの方法において
も、二酸及びジアミンを出発原料として用いる。別法として、エステル型の二酸、好まし
くはジメチルエステルを用いることができる。エステルを用いる場合には、エステルがア
ミドに転化されるまで、反応は比較的低温で、一般に８０～１２０℃で実施しなければな
らない。混合物は次に重合温度まで加熱する。この机上の実験例の場合には、合成される
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ポリアミドは、ジアミンのｍ－キシリレンジアミン及び二酸のピメリン酸から合成される
ポリ（ｍ－キシリレンピメルアミド）である。次いで、このポリアミドを９０重量％の表
IのコポリエステルＡと、例２５～３９に開示した方法に従ってブレンドする。これらの
コポリエステルＡとポリ（ｍ－キシリレンピメルアミド）との屈折率の差は０．００３４
と予測され、透明であると予測される。得られるブレンドは１０％未満のヘイズ値及び７
５％超の透過率を有すると予測される。
【０１５９】
　例（実施例）４２～４３及び４７～４９並びに例（比較例）４１、４４～４６及び５０
～５３－ブレンド及び酸素捕捉性組成物の単層フィルム：　いくつかのＭＸＤ６／Ｎ６ア
ミド交換ブレンドを、実施例１３～２４に関して前述したようにして製造した。これを表
Ｖに示す。表Ｖに示した屈折率値は、実施例１３～２４に関して前述したようにしてこれ
らのアミド交換ブレンドの１５ｍｉｌフィルムに関して測定した。３重量％又は５重量％
のこれらのアミド交換ＭＸＤ６／Ｎ６プレブレンド又はＭＸＤ６を、表Ｉからのコポリエ
ステルのいくつかと、表VIに従ってバッグブレンドした。これらのペレットブレンドを次
に、６０～７０℃において一晩乾燥させ、次いでＫｉｌｌｉａｎ　１．０インチ一軸スク
リュー押出機に９５ｒｐｍで表VIIに示した温度において供給して、非混和性ブレンドか
ら呼称厚さ３０ｍｉｌのフィルムを形成した。純粋なＭＸＤ６を含む全てのフィルムは１
０％超のヘイズ値を有していた。ナイロンブレンドの屈折率が０．００６～－０．０００
６の範囲内で対応するポリエステルの屈折率と一致しているフィルムは明澄であった（ヘ
イズ≦１０％）。
【０１６０】

【表９】

【０１６１】
　酸素捕捉性組成物を生成するために、ネオデカン酸コバルトを含むコンセントレートを
フィルムのうち２つに添加した。このコンセントレートは以下のようにして製造した。ト
ローチ（ｐａｓｔｉｌｌｅ）の形態の及びＣｏｂａｌｔ　Ｔｅｎ－Ｃｅｍ（登録商標）２
２．５％（ＯＭＧ　Ｃｏｒｐ．から入手可能）として提供されたネオデカン酸コバルト及
びポリエステル型Ｃの別々の供給材料を、５７ｍｍ二軸スクリュー押出機中に供給し、約
２３５℃のバレル整定値において溶融ブレンドした。溶融ポリマーは、直径約０．０８”
のストランドの形態で押出機から出た。それを水で急冷し、切断して長さ約０．１２５”
のペレットの形態にした。ポリエステル対ポリアミド対コンセントレートの比（重量比）
は９３：５対５対１．５であり、コンセントレート中のコバルト金属の濃度は、この比が
最終ブレンドフィルム中に約１４０～１５０ｐｐｍのコバルトを生じるようなものであっ
た。コバルトを含むサンプルは優れた酸素捕捉能力を示した。押出の１週間後にＯｘ－Ｔ
ｒａｎ透過計測器上に取付けたこれらのサンプルは、６ヶ月以上にわたって、これらの条
件下における平均見掛け透過度が０．１５ｃｃ（ＳＴＰ）＊ｍｉｌ／１００ｉｎ2／日／
ａｔｍ未満であった。
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【０１６２】
【表１０】

【０１６３】
*　上流の試験ガスとして空気を用いて２３℃及び相対湿度約６０～８０％において測定
された、計測器に取り付けてから１５日後における見掛け透過度（組成当たり２枚のフィ
ルム及びフィルム当たり３つの透過度測定値の平均）。
【０１６４】
　例（実施例）５６及び例（比較例）５４～５５－多層フィルムのリグラインド：　ＭＸ
Ｄ６又はアミド交換ＭＸＤ６／３０重量％Ｎ６ブレンド「Ｘ」の厚さ４ｍｉｌの層の周囲
に２層の１５ｍｉｌポリエステルＣ層を同時押出することによって多層フィルムを製造し
た。これを「ＡＢＡ」構造と称し、「Ａ」層は外層であり、「Ｂ」層は内層である。Ｋｉ
ｌｌｉａｎ　１押出機を用いて、２６５℃の温度においてポリエステルＣから外層を押出
した。０．７５　Ｋｉｌｌｉａｎ押出機を用いて、ＭＸＤ６に関しては２８５℃の温度に
おいて及びアミド交換ＭＸＤ６／３０重量％ナイロン６ブレンド「Ｘ」に関しては２７５
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℃の温度において内層を押出した。単層構造中へのこれらの多層フィルムのリグラインド
としてのリユースをシミュレートするために、これらの多層フィルムを次にすりつぶして
粉にし、追加のポリエステルＣペレットと５０／５０の比率でドライブレンドした。この
ドライブレンドを次に、７０℃において乾燥させ、Ｋｉｌｌｉａｎ　１”押出機上で２４
０℃の温度において２０ｍｉｌのフィルムの形態に押出した。ヘイズ値を表VIIに示す。
同時押出フィルムは全て２％未満のヘイズ値を有している。しかし、これらのフィルムを
再粉砕し且つ純粋なポリエステルＣとブレンドすると、Ｃ／ＭＸＤ６リグラインドブレン
ドを含むフィルムは、この値が１０％超増加する。「Ｃ／Ｘ」リグラインドを含むフィル
ムは依然として明澄である。
【０１６５】
【表１１】

【０１６６】
　例（比較例）５７及び例（実施例）５８－多層フィルムの接着：　ＭＸＤ６又はアミド
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交換ＭＸＤ６／３０重量％Ｎ６ブレンド「Ｘ」の厚さ４ｍｉｌの層の周囲に２層の１５ｍ
ｉｌのポリエステルＣ層を同時押出することによって、ＡＢＡフィルムを製造した。この
例におけるアミド交換ブレンドに使用したナイロン６はＺｙｔｅｌ　７３０１であった。
Ｋｉｌｌｉａｎ　１押出機を用いて、２６５℃の温度においてポリエステルＣ外層を押出
した。０．７５　Ｋｉｌｌｉａｎ押出機を用いて、表VIIIに示した温度において内層を押
出した。アミド交換ＭＸＤ６／３０重量％Ｎ６ブレンド「Ｘ」は、ポリエステルＣに対し
てＭＸＤ６よりも優れた接着を示す。更に、内層の溶融温度を２８０℃から２８５℃に増
加させた場合に、ポリエステルＣへのアミド交換ＭＸＤ６／３０重量％Ｎ６ブレンドの接
着の改善が得られた。ＭＸＤ６の接着は、温度依存性を示さなかった。
【０１６７】
【表１２】

　以下に本発明の態様を列挙する。
　態様１．（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質
ブレンドから選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分と
　（ｉｉ）少なくとも２種のポリアミドの均質なアミド交換ブレンドを含む第２成分
との非混和性ブレンドを含んでなり、前記第２成分（ｉｉ）と前記第１成分（ｉ）の屈折
率の差［ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）］が０．００６～－０．０００６であり、
且つ前記非混和性ブレンドが少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以
下のヘイズを有するポリマー組成物。
　態様２．前記の均質なアミド交換ブレンドが前記の少なくとも２種のポリアミドを２９
０～３４０℃の温度において接触させることによって形成される態様１に記載の組成物。
　態様３．前記組成物の総重量に基づき、５～９９重量％の前記第１成分（ｉ）及び９５
～１重量％の前記第２成分（ｉｉ）を含む態様２に記載の組成物。
　態様４．前記組成物の総重量に基づき、５０～９９重量％の前記第１成分（ｉ）及び５
０～１重量％の前記第２成分（ｉｉ）を含む態様３に記載の組成物。
　態様５．前記組成物の総重量に基づき、７０～９９重量％の前記第１成分（ｉ）及び３
０～１重量％の前記第２成分（ｉｉ）を含む態様４に記載の組成物。
　態様６．前記第２成分（ｉｉ）と前記第１成分（ｉ）の屈折率の差［ＲＩ（第２成分）
―ＲＩ（第１成分）］が０．００５～－０．０００６である態様１に記載の組成物。
　態様７．前記の少なくとも１種の熱可塑性ポリマーが（ａ）総二酸残基に基づき、少な
くとも８０モル％の、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸及び１，４
－シクロヘキサンジカルボン酸から選ばれた少なくとも１種のジカルボン酸の残基並びに
０～２０モル％の、少なくとも１種の炭素数２～２０の改質用ジカルボン酸の残基を含む
二酸残基並びに（ｂ）ジオール残基の総モルに基づき、少なくとも８０モル％の、エチレ
ングリコール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール、ジエチ
レングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール及び２，２，４，
４－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオールから選ばれた少なくとも１種のジオー
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ルの残基並びに０～２０モル％の、少なくとも１種の炭素数３～１６の改質用ジオールの
残基を含むジオール残基を含んでなるポリエステルを含む態様１に記載の組成物。
　態様８．前記改質用ジカルボン酸が４，４’－ビフェニルジカルボン酸、１，４－ナフ
タレンジカルボン酸、１，５－ナフタレンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボン
酸、２，７－ナフタレンジカルボン酸、４，４’－オキシ安息香酸、トランス－４，４’
－スチルベンジカルボン酸、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、
ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸及びセバシン酸から選ばれ；且つ前記改質用ジオ
ールが、１，２－プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオー
ル、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジ
メタノール、ｐ－キシレングリコール、ネオペンチルグリコール、ポリエチレングリコー
ル、ジエチレングリコール、ポリテトラメチレングリコール及び２，２，４，４－テトラ
メチル－１，３－シクロブタンジオールから選ばれる態様７に記載の組成物。
　態様９．前記二酸残基がテレフタル酸、イソフタル酸又はそれらの組合せから選ばれた
１種又はそれ以上のジカルボン酸の残基を含み、且つ前記ジオール残基が１，４－シクロ
ヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール、エチレングリコール及びそれらの組合
せから選ばれた１種又はそれ以上のジオールの残基を含む態様７に記載の組成物。
　態様１０．総二酸残基に基づき、０．１～２モル％の、トリメリット酸、トリメリット
酸無水物及びピロメリット酸二無水物から選ばれた少なくとも１種の分岐剤の残基を更に
含む態様７に記載の組成物。
　態様１１．前記二酸残基が６０～１００モル％のテレフタル酸残基及び０～４０モル％
のイソフタル酸残基を含み且つ前記ジオール残基が１００モル％の１，４－シクロヘキサ
ンジメタノール残基を含む態様７に記載の組成物。
　態様１２．前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸残基を含む態様７に記載の組成
物。
　態様１３．前記二酸残基が８０～１００モル％のテレフタル酸残基を含み且つ前記ジオ
ール残基が５０～９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び１０～５０
モル％のネオペンチルグリコール残基を含む態様７に記載の組成物。
　態様１４．前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸残基を含み且つ前記ジオール残
基が１０～４０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び６０～９０モル％
のエチレングリコール残基を含む態様７に記載の組成物。
　態様１５．前記ジオール残基が１０～９９モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノー
ル残基、０～９０モル％のエチレングリコール残基及び１～２５モル％のジエチレングリ
コール残基を含む態様１２に記載の組成物。
　態様１６．前記ジオール残基が５０～９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノー
ル及び１０～５０モル％のエチレングリコールを含む態様１２に記載の組成物。
　態様１７．前記ポリエステルが、総二酸残基に基づき、０．１～２モル％の、トリメリ
ット酸、トリメリット酸無水物及びピロメリット酸二無水物から選ばれた少なくとも１種
の分岐剤の残基を更に含む態様１６に記載の組成物。
　態様１８．（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均
質ブレンドから選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分と
　（ｉｉ）コポリアミドを含む第２成分
との非混和性ブレンドを含んでなり、前記第２成分（ｉｉ）と前記第１成分（ｉ）の屈折
率の差［ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）］が０．００６～－０．０００６であり、
且つ前記非混和性ブレンドが少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以
下のヘイズを有するポリマー組成物。
　態様１９．前記コポリアミドがｍ－キシリレンジアミン、ｐ－キシリレンジアミン又は
それらの組合せの残基；並びにテレフタル酸、イソフタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、
スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸、カプロラクタ
ム、ブチロラクタム、１１－アミノ－ウンデカン二酸及び１，６－ヘキサメチレンジアミ
ンから選ばれた少なくとも１種のモノマーの残基を含む態様１８に記載の組成物。
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　態様２０．前記コポリアミドが、１００モル％の総ジアミン残基含量に基づき、１５～
１００モル％のｍ－キシリレンジアミン残基；並びに１００モル％の総二酸残基含量に基
づき、１５～８５モル％のアジピン酸残基及び８５～１５モル％の、ピメリン酸、スベリ
ン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸及び１，４－シクロヘ
キサンジカルボン酸から選ばれた１種又はそれ以上の脂肪族又は脂環式ジカルボン酸の残
基を含む態様１９に記載の組成物。
　態様２１．前記第１成分（ｉ）が（ａ）総二酸残基に基づき、少なくとも８０モル％の
、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸及び１，４－シクロヘキサンジ
カルボン酸から選ばれた少なくとも１種のジカルボン酸の残基並びに０～２０モル％の、
少なくとも１種の炭素数２～２０の改質用ジカルボン酸の残基を含む二酸残基並びに（ｂ
）ジオール残基の総モルに基づき少なくとも８０モル％の、エチレングリコール、１，４
－シクロヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール、ジエチレングリコール、１，
３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール及び２，２，４，４－テトラメチル－１
，３－シクロブタンジオールから選ばれた少なくとも１種のジオールの残基並びに０～２
０モル％の、少なくとも１種の炭素数３～１６の改質用ジオールの残基を含むジオール残
基を含んでなるポリエステルを含む態様２０に記載の組成物。
　態様２２．前記第２成分（ｉｉ）が芳香族残基を含む第１ポリアミド及び脂肪族残基を
含む第２ポリアミドを含む成分（ｉｉ）の均質ブレンドを含む態様１に記載の組成物。
　態様２３．前記均質ブレンドがｍ－キシリレンジアミン及びアジピン酸の残基を含む第
１ポリアミドを含み、且つ前記第２ポリアミドがアジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、
アゼライン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸、カプロラクタム、ブチロラ
クタム、１１－アミノウンデカン二酸及びヘキサメチレンジアミンから選ばれた少なくと
も１種の脂肪族又は脂環式モノマーの残基を含む態様２２に記載の組成物。
　態様２４．前記第２ポリアミドがナイロン４；ナイロン６；ナイロン９；ナイロン１１
；ナイロン１２；ナイロン６，６；ナイロン５，１０；ナイロン６，１２；ナイロン６，
１１；ナイロン１０，１２及びそれらの組合せから選ばれた少なくとも１種のポリアミド
を含む態様２２に記載の組成物。
　態様２５．前記第２ポリアミドがナイロン６、ナイロン６，６又はそれらのブレンドを
含む態様２４に記載の組成物。
　態様２６．前記の少なくとも１種の熱可塑性ポリマーが（ａ）総二酸残基に基づき、少
なくとも８０モル％の、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸及び１，
４－シクロヘキサンジカルボン酸から選ばれた少なくとも１種のジカルボン酸の残基並び
に０～２０モル％の、少なくとも１種の炭素数２～２０の改質用ジカルボン酸の残基を含
む二酸残基並びに（ｂ）ジオール残基の総モルに基づき、少なくとも８０モル％の、エチ
レングリコール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール、ジエ
チレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール及び２，２，４
，４－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオールから選ばれた少なくとも１種のジオ
ールの残基並びに０～２０モル％の、少なくとも１種の炭素数３～１６の改質用ジオール
の残基を含むジオール残基を含んでなるポリエステルを含む態様２５に記載の組成物。
　態様２７．前記二酸残基がテレフタル酸、イソフタル酸又はそれらの組合せから選ばれ
た１種又はそれ以上のジカルボン酸の残基を含み、且つ前記ジオール残基が１，４－シク
ロヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール、エチレングリコール及びそれらの組
合せから選ばれた１種又はそれ以上のジオールの残基を含む態様２６に記載の組成物。
　態様２８．前記二酸残基が６０～１００モル％のテレフタル酸残基及び０～４０モル％
のイソフタル酸残基を含み且つ前記ジオール残基が１００モル％の１，４－シクロヘキサ
ンジメタノール残基を含む態様２６に記載の組成物。
　態様２９．前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸を含む態様２６に記載の組成物
。
　態様３０．前記二酸残基が８０～１００モル％のテレフタル酸を含み且つ前記ジオール
残基が５０～９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール及び１０～５０モル％の
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ネオペンチルグリコールを含む態様２６に記載の組成物。
　態様３１．前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸を含み且つ前記ジオール残基が
１０～４０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール及び６０～９０モル％のエチレ
ングリコールを含む態様２６に記載の組成物。
　態様３２．前記ジオール残基が１０～９９モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノー
ル、０～９０モル％のエチレングリコール及び１～２５モル％のジエチレングリコールを
含む態様２６に記載の組成物。
　態様３３．前記ジオール残基が５０～９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノー
ル及び１０～５０モル％のエチレングリコールを含む態様２６に記載の組成物。
　態様３４．前記ポリエステルが、総二酸残基に基づき、０．１～２モル％の、トリメリ
ット酸、トリメリット酸無水物及びピロメリット酸二無水物から選ばれた少なくとも１種
の分岐剤の残基を更に含む態様３３に記載の組成物。
　態様３５．前記の少なくとも１種の熱可塑性ポリマーが前記ポリエステルとビスフェノ
ールＡの残基を含むポリカーボネートとの均質ブレンドを更に含む態様２６に記載の組成
物。
　態様３６．前記ポリエステル及び前記ポリカーボネートが分岐している態様３５に記載
の組成物。
　態様３７．前記ポリエステルが更に、総二酸残基に基づき、０．１～２モル％の、トリ
メリット酸、トリメリット酸無水物及びピロメリット酸二無水物から選ばれた少なくとも
１種の分岐剤の残基を含む態様３５に記載の組成物。
　態様３８．前記二酸残基がテレフタル酸、イソフタル酸又はそれらの組合せから選ばれ
た１種又はそれ以上のジカルボン酸の残基を含み且つ前記ジオール残基が１，４－シクロ
ヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール、エチレングリコール及びそれらの組合
せから選ばれた１種又はそれ以上のジオールの残基を含む態様３５に記載の組成物。
　態様３９．前記二酸残基が６０～１００モル％のテレフタル酸残基及び０～４０モル％
のイソフタル酸残基を含み且つ前記ジオール残基が１００モル％の１，４－シクロヘキサ
ンジメタノール残基を含む態様３５に記載の組成物。
　態様４０．前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸を含む態様３５に記載の組成物
。
　態様４１．前記二酸残基が８０～１００モル％のテレフタル酸を含み且つ前記ジオール
残基が５０～９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール及び１０～５０モル％の
ネオペンチルグリコールを含む態様３５に記載の組成物。
　態様４２．前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸を含み且つ前記ジオール残基が
１０～４０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール及び６０～９０モル％のエチレ
ングリコールを含む態様３５に記載の組成物。
　態様４３．前記ジオール残基が１０～９９モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノー
ル、０～９０モル％のエチレングリコール及び１～２５モル％のジエチレングリコールを
含む態様３５に記載の組成物。
　態様４４．前記ジオール残基が５０～９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノー
ル及び１０～５０モル％のエチレングリコールを含む態様３５に記載の組成物。
　態様４５．態様２、７、２４又は４４のいずれか１項に記載の組成物を含んでなる造形
品。
　態様４６．押出、カレンダリング、熱成形、ブロー成形、押出ブロー成形、射出成形、
圧縮成形、キャスト、ドラフト、幅出し又はフリーブロー成形によって形成される態様４
５に記載の造形品。
　態様４７．シート、フィルム、チューブ、プレフォーム又はボトルである態様４６に記
載の造形品。
　態様４８．ボトルである態様４７に記載の造形品。
　態様４９．少なくとも２層を有する態様４７に記載の造形品。
　態様５０．（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均
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質ブレンドから選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分と
　（ｉｉ）少なくとも２種のポリアミドの均質なアミド交換ブレンドを含む第２成分
とを溶融ブレンドすることを含んでなる方法によって製造される非混和性ブレンドを含ん
でなり、前記第２成分（ｉｉ）と前記第１成分（ｉ）の屈折率の差［ＲＩ（第２成分）－
ＲＩ（第１成分）］が０．００６～－０．０００６であり且つ前記非混和性ブレンドが少
なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有するポリマー組
成物。
　態様５１．前記溶融ブレンドを２９０～３４０℃において行う態様５０に記載の組成物
。
　態様５２．前記の少なくとも１種の熱可塑性ポリマーが（ａ）総二酸残基に基づき、少
なくとも８０モル％の、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸及び１，
４－シクロヘキサンジカルボン酸から選ばれた少なくとも１種のジカルボン酸の残基並び
に０～２０モル％の、少なくとも１種の炭素数２～２０の改質用ジカルボン酸の残基を含
む二酸残基並びに（ｂ）ジオール残基の総モルに基づき、少なくとも８０モル％の、エチ
レングリコール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール、ジエ
チレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール及び２，２，４
，４－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオールから選ばれた少なくとも１種のジオ
ールの残基並びに０～２０モル％の、少なくとも１種の炭素数３～１６の改質用ジオール
の残基を含むジオール残基を含んでなるポリエステルを含む態様５０に記載の組成物。
　態様５３．総二酸残基に基づき、０．１～２モル％の、トリメリット酸、トリメリット
酸無水物及びピロメリット酸二無水物から選ばれた少なくとも１種の分岐剤の残基を更に
含む態様５２に記載の組成物。
　態様５４．前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸残基を含む態様５２に記載の組
成物。
　態様５５．前記二酸残基が８０～１００モル％のテレフタル酸残基を含み且つ前記ジオ
ール残基が５０～９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び１０～５０
モル％のネオペンチルグリコール残基を含む態様５２に記載の組成物。
　態様５６．前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸残基を含み且つ前記ジオール残
基が１０～４０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び６０～９０モル％
のエチレングリコール残基を含む態様５２に記載の組成物。
　態様５７．前記ジオール残基が１０～９９モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノー
ル残基、０～９０モル％のエチレングリコール残基及び１～２５モル％のジエチレングリ
コール残基を含む態様５４に記載の組成物。
　態様５８．前記ジオール残基が５０～９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノー
ル及び１０～５０モル％のエチレングリコールを含む態様５４に記載の組成物。
　態様５９．前記ポリエステルが、総二酸残基に基づき、０．１～２モル％の、トリメリ
ット酸、トリメリット酸無水物及びピロメリット酸二無水物から選ばれた少なくとも１種
の分岐剤の残基を更に含む態様５８に記載の組成物。
　態様６０．第２成分（ｉｉ）の前記均質ブレンドが、芳香族残基を含む第１ポリアミド
及び脂肪族残基を含む第２ポリアミドを含む態様５０に記載の組成物。
　態様６１．前記第２ポリアミドが、ナイロン４；ナイロン６；ナイロン９；ナイロン１
１；ナイロン１２；ナイロン６，６；ナイロン５，１０；ナイロン６，１２；ナイロン６
，１１；ナイロン１０，１２及びそれらの組合せから選ばれた少なくとも１種のポリアミ
ドを含む態様６０に記載の組成物。
　態様６２．前記の少なくとも１種の熱可塑性ポリマーがポリエステルとビスフェノール
Ａの残基を含むポリカーボネートとの均質ブレンドを含む態様６１に記載の組成物。
　態様６３．（Ａ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均
質ブレンドから選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分を選択し；
　（Ｂ）前記第１成分の屈折率（ＲＩ）を測定し；
　（Ｃ）（ｉ）下記式：
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　　　　　　　０．００６≧ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）≧－０．０００６
を満たす第２成分の屈折率を生じるよう選ばれた一定のモル比の脂肪族残基と芳香族残基
を有するコポリアミド；又は
　　　　（ｉｉ）第１ポリアミドと第２ポリアミドの重量百分率が下記式：
　　　　　　　０．００６≧ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）≧－０．０００６
を満たす第２成分の屈折率を生じるように選ばれた第１ポリアミドと第２ポリアミドとの
均質なアミド交換ブレンド（前記ポリアミドの少なくとも一方は芳香族残基を有する）
を含む第２成分を提供し
　（前記式において、ＲＩは前記第１成分と第２成分の屈折率を表す）；そして
　（Ｄ）前記第１成分と前記第２成分とを溶融ブレンドして、少なくとも７５％のパーセ
ント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有する非混和性ブレンドを生成する
ことを含んでなる透明ポリマーブレンドの製造方法。
　態様６４．（Ａ）（ｉ）一定のモル比の脂肪族残基及び芳香族残基を有するコポリアミ
ド；又は
　　　　（ｉｉ）第１及び第２ポリアミド（前記ポリアミドの少なくとも一方は芳香族残
基を有する）の均質なアミド交換ブレンド
を含む第２成分を選択し；
　（Ｂ）前記第２成分の屈折率を測定し；
　（Ｃ）下記式：
　　　　　　　０．００６≧ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）≧－０．０００６
［式中、ＲＩは屈折率である］
を満たす第１成分の屈折率を生じるように選択されたポリエステル、ポリカーボネート、
ポリアリーレート及びそれらの均質ブレンドから選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリ
マーを含む第１成分を提供し；そして
　（Ｄ）前記第１成分と前記第２成分とを溶融ブレンドして、少なくとも７５％のパーセ
ント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有する非混和性ブレンドを生成する
ことを含んでなる透明ポリマーブレンドの製造方法。
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